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プラットフォームサービスに関する研究会（第27回） 

 

１ 日時 令和３年５月13日（木）13時00分～15時00分 

２ 開催場所 総務省第１特別会議室(８階) 

３ 出席者 

 （１） 構成員 

    宍戸座長、新保座長代理、生貝構成員、大谷構成員、木村構成員、崎村構成員、

手塚構成員、寺田構成員、森構成員、山口構成員、山本構成員 

 （２） オブザーバ・発表者 

個人情報保護委員会事務局 参事官 赤阪 晋介 

（一財）マルチメディア振興センター プロジェクト企画部長 木曽 希 

法務省人権擁護局参事官 参事官 唐澤 英城 

LINE株式会社 公共政策室副室長 青木 幸太郎 

みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 中 志津馬 

法政大学 社会学部准教授 藤代 裕之 

ファクトチェック・イニシアティブ 理事兼事務局長 楊井 人文 

 （３） 総務省 

    竹内総合通信基盤局長、今川電気通信事業部長、吉田正彦総合通信基盤局総務課

長、大村事業政策課長、梅村データ通信課長、小川消費者行政第二課長、丸山消

費者行政第二課課長補佐、中川消費者行政第二課課長補佐、萩原消費者行政第一

課課長補佐 

４ 議事 

（１） フェイクニュースへの対応に関する事業者ヒアリング 

（２） 日本や海外におけるファクトチェックの取組について 

（３） 諸外国におけるファクトチェックの取組について 

（４） フェイクニュース生成・拡散のメカニズム 

（５） 自由討議  
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【宍戸座長】  本日は皆様、お忙しいところお集まりをいただきまして、誠にありがと

うございます。定刻となりましたので、プラットフォームサービスに関する研究会第27回

会合を開催させていただきます。 

 本日の会議につきましても、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、構成員及び傍聴

は、ウェブ会議システムにて実施させていただいております。 

 まず、本研究会の開催要項に基づきまして、今回よりオブザーバとして、法務省人権擁

護局に御参加いただくことになりました。一言御挨拶をお願いできますでしょうか。 

【唐澤参事官】  法務省人権擁護局の唐澤でございます。今回オブザーバとして参加さ

せていただくことになりました。非常に注目が集まるテーマが目白押しとなっています。

協力をさせていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。どうぞよろしくお願いいたします。とても心強

いです。 

 それでは、事務局よりウェブ会議による開催上の注意事項について御案内がございます。

よろしくお願いいたします。 

【中川消費者行政第二課課長補佐】  事務局を務めます、総務省消費者行政第二課の中

川でございます。本日のウェブ開催に関する注意事項を御案内させていただきます。 

 本日の会合の傍聴者につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍聴とさ

せていただいております。このため、構成員の方々におかれましては、御発言に当たって

は、冒頭にお名前を必ず言及いただきますようお願いいたします。ハウリングや雑音混入

防止のため、発言時以外にはマイクをミュートにして、映像もオフにしていただきますよ

うお願いいたします。 

 御発言を希望される際には、事前にチャット欄に発言したい旨を書き込んでいただきま

すようお願いいたします。それを見て、座長のほうから発言者を指名させていただきます。

発言する際にはマイクをオンにして、映像もオンにして御発言をお願いいたします。発言

が終わりましたら、いずれもオフに戻してください。 

 接続に不具合がある場合には、大変申し訳ないですが、速やかに再接続を試していただ

くようお願いいたします。その他、チャット機能で随時事務局や座長宛てに連絡をいただ

ければ、随時対応させていただきます。 

 続きまして、配付資料の御案内でございます。本日の資料は、本体資料が１から４まで、
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また、参考資料については１から７までを御用意しております。なお、資料３－２のみず

ほリサーチ＆テクノロジーズ様の資料につきましては、一部構成員限りの情報が含まれて

おります。構成員の方々には、別途構成員限りのバージョンの資料を御用意しております。 

 注意事項は以上となります。なお、本日、宮内構成員と松村構成員が御欠席の予定とな

っております。 

 それでは、これ以降の議事進行は、宍戸座長にお願いしたいと存じます。宍戸座長、よ

ろしくお願いいたします。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 本日の議事の進め方でございますけれども、まずは、第25回の会合で行ったフェイクニ

ュースや偽情報への対応に関するフォローアップにつきまして、LINE株式会社様からの御

発表が積み残しとなっておりました。そこで、本日御発表いただける準備が整いましたの

で、御発表、御質疑をまず行いたいと思います。その次に、ファクトチェック・イニシア

ティブ様から、日本や海外におけるファクトチェックの取組について御発表いただきます。

その次に、みずほリサーチ＆テクノロジーズ様から、諸外国におけるファクトチェックの

取組について御発表いただきます。さらに、藤代裕之法政大学社会学部准教授様から、フ

ェイクニュース生成・拡散のメカニズムについて御発表いただきます。その後、全体を通

じた自由討議として、構成員の皆様から御意見をいただきたいと思っております。 

 なお、本日御発表ではございませんが、Googleジャパン様より、ファクトチェックや公

認報告者プログラムの取組につき、資料提供をいただいております。御参考までに御参照

のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、まず資料１について、LINE株式会社、青木様より御説明をお願いいたします。 

【青木氏】  今、宍戸座長より御紹介あずかりました、LINE株式会社、青木でございま

す。まず初めに一言、今座長からもございましたように、本来弊社は３月の研究会におき

まして発表させていただく予定でございましたところ、勝手ながらスケジュールの変更を

お願いしていた経緯にございます。こういった中で、座長、構成員の先生方、そして総務

省の事務局の皆様をはじめとして、関係の皆様に非常に御面倒をおかけしましたこと、改

めてこの場をお借りしておわび申し上げたいと存じます。 

 そうした中で、本日改めてこのような機会を頂戴しまして、ありがとうございます。本

日改めて、弊社LINEの偽情報対策に向けた取組ということで、発表をさせていただきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 
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 それでは、資料をおめくりいただけますでしょうか。目次のページを挟みまして、スラ

イドの３でございます。こちら、こういった機会には毎回御説明させていただいていると

ころでございますけれども、私どもLINEでは、従来から安心安全な利用環境の整備、これ

こそが最大の責務であるといった認識の下、様々な施策を手がけてまいってございます。

その際に大切にしておりますのが、こちらにありますようなヒト、それから社会、そして

システム、３つの要素について、バランスよく対策を講じることであると考えてまいった

ところでございます。 

 次以降のスライドから、それぞれの取組につきまして具体的な御紹介をさせていただき

たいと思います。 

 それではまたおめくりいただきまして、スライドの４、こちらヒトに関する１点目とな

ります。私どもリテラシー向上のための啓発、これを一丁目一番地の施策と位置づけまし

て、従来から、全国の学校様等をはじめとした講演活動でありますとか、自治体様等との

連携に基づいた調査研究、こういった活動に積極的に取り組んでまいりました。こちらコ

ロナ禍前の2019年時点のデータとなりますけれども、特に注力してまいりました講演活動、

これに関しましては、過去の累計で１万回を超えるまでに、回数積み重ねてまいった実績

がございます。 

 続きまして、スライドの５になります。ヒトの２点目としまして、こちらにあります

「LINEの安心安全ガイド」、こういった御案内をまとめてございます。こちらの中では、

いわゆる禁止行為など投稿に関するルールでありますとか、広く利用上の注意点、こうい

ったものを平易な形といいますか、どなたにも分かりやすくまとめて御提供しているもの

になっております。こちらに関しては、現在も広く周知を継続しているところであります。 

 変わりましてスライドの６、社会の１点目になります。削除に関するポリシーの明示と

いうことで、こちらもすべからく弊社の提供するサービスに関するポリシーの明示という

ものをさせていただいておりまして、特に今回のテーマになります偽情報、いわゆるフェ

イクニュースといったものに関しましても、サービス上の禁止行為でありますとか、ある

いは、その禁止行為が行われた場合の対応などにつきまして、利用規約において明確に定

めました上で、周知を行っているところでございます。 

 併せましてスライド７をおめくりいただきまして、透明性レポートの公開になります。

LINEでは遡ること５年前、2016年からLINE Transparency Reportと称しまして、透明性レ

ポートの公表をしてございます。この中では、具体的には、違反投稿への対応としまして、
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偽情報への対応を含めました弊社におけるコンテンツモニタリングの仕組みでありますと

か、その対応の実績、こういったものを公開してございます。この透明性レポートに関し

ましては、今後とも引き続きその透明性、説明責任の観点から高めながら、今後ともしっ

かり対応してまいる必要があるというように考えているところでございます。 

 では変わりまして、スライドの８になります。ここで少し変わりまして、視点を変えま

して、弊社グループの海外における取組、勝手ながら先進事例と書いてございますけれど

も、取組を御紹介させていただければと思います。こちら、まさに冒頭申し上げました、

ヒト、社会、それからシステム、３つの要素を総合した取組ともいうべき事例として考え

てございまして、LINE Taiwanという台湾の拠点、現地法人におきまして、偽情報等を抑制

するための初めての官民パートナーシップ、これを2019年に締結いたしました。台湾の行

政院、それから４つの、いわゆるファクトチェック機関、皆様と協力しているところでご

ざいます。その取組の内容としましては、具体的には大きく２点ございまして、１つは、

現地台湾におけるニュース配信プラットフォーム、これをLINE TODAYと称しておりますけ

れども、このLINE TODAY上に偽情報等のファクトチェック、この検証結果を表示するとい

った機能を実装してございます。２点目、ユーザー様自らが疑わしい投稿等を検知した場

合に、これをLINEの機能を通じて送信していただきまして、その検証結果をユーザー様に

またフィードバックする、ユーザー様が得ていただくことができるチャットボットを提供

してございます。こういった取組を中心に、台湾における取組を進めております。 

 併せましてスライドの９です。１枚おめくりいただきますと、こちらにありますのは、

いわゆるウェブ版についても、先ほど申し上げたようなファクトチェックされたこの情報

が掲載されているといったページになってございまして、こういった情報を通じて、ユー

ザーの皆様が最新のトピック、あるいはカテゴリー別にどういった情報が流通しているの

か、こういったことを調べていただくことが可能になっているといったような取組になっ

てございます。 

 簡単でございますが、以上、台湾における事例の御紹介でございました。 

 また最後変わりまして、スライド10以降の御説明に移らせていただきたいと思います。 

 こちらスライドの10です。ユーザー様からの通報への対応ということでございまして、

今申し上げたような偽情報をはじめとする迷惑コンテンツに対しましては、LINEのサービ

ス上、いわゆる通報といったボタン、機能を使っていただきまして、弊社LINE運営サイド

に通報いただくことが可能になっております。こちらユーザーの皆様からの通報に基づい
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て、ガイドラインに違反の可能性があるコンテンツ、これを確認・判断し、個々の内容に

応じて必要な措置、適切な対処を行ってございます。 

 変わりましてスライドの11、最後に広告に関する取組につきまして御紹介させていただ

きます。このスライドの11に関しましては、まず広告に関する配信の前後のダブルチェッ

クといった内容になっております。LINE広告と称していますけれども、LINE社のサービス

における広告の機能提供に関しましては、まずガイドライン上、いわゆる政治広告、この

出稿については認めてございません。一方虚偽広告の出稿につきましては、配信前の段階

の審査におきまして、これを配信不可という形の対応をさせていただいておりますほか、

また、審査を経た配信後につきましても、仮に虚偽広告であると認められた場合、事後的

に確認されました場合には、広告の配信の停止、場合によりますとアカウント停止といっ

た措置を、その内容に応じまして適宜に取らせていただいているといった取組になってご

ざいます。 

 最後のスライド12になります。以上の広告に関するお話のまとめとしまして、メディア

プラットフォームとしての信頼性の確保、こちらにつきましても非常に取組を強化してい

るところでございます。まずLINE NEWSにおきましては、配信前に、その配信記事がガイド

ラインに抵触していないかといった確認でありますほか、いわゆるファクトチェックも含

む校正・校閲といったものを実施してございます。そして配信時には、公共性あるいは公

益性の高い情報をサービスの上部に掲載するといった取組を行ってございます。併せまし

て、提携先の媒体の皆様に対しましては、いわゆるアライアンスの専門組織、これを設置

しまして、日頃から密に連携を取らせていただいております。これと同時に、ユーザーの

皆様に対しましては、ニュースの選定基準ですとか、レコメンドエンジンによる記事掲出

の仕組み、こういったものについて、弊社の公式ブログを通じて分かりやすく発信をさせ

ていただいているところでございます。 

 本日、弊社からの御説明は以上となります。御清聴ありがとうございました。 

【宍戸座長】  プレゼンテーションありがとうございました。それでは、今の御説明を

踏まえて、10分程度、皆様から自由に御質問、御意見等いただければと思います。御質問、

御意見のある方はチャットで私にお知らせいただければと思いますが、いかがでございま

しょうか。 

 森構成員、お願いします。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。政治広告の掲出をされていないという
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ことで、個人的には非常にすばらしいと思うんですけれども、政治広告を出しておられな

いことの理由について教えていただいてもよろしいでしょうか。よろしくお願いします。 

【青木氏】  承知しました。森構成員、ありがとうございます。現状政治広告、出稿を

ガイドライン上禁止ということで定めておりまして、では、その理由は何なのかといった

ことに関しましては、少し言い換えてみますと、何かプロアクティブというか、能動的に

何かこれを禁止したい、あるいは禁止するべきであるというよりは、やはりなかなかまだ

サービスの実態、あるいはその日本の社会の情勢を踏まえた場合に、私どもとして、言わ

ばこれを解禁するに足るその材料でありますとか、考え方を今現在検討中であるというの

が実態であるかなと思っております。したがいまして、現時点では特段決まったもの、定

まったところがあるわけではないんですけれども、また今後、今申し上げたような環境の

変化でありますとか、場合によりますと、各方面のニーズなんかに基づきながら、例えば、

じゃあこういうポリシー、こういう考え方に基づいてであれば広告を行うこともできるの

ではないかですとか、こういったことも、何というんでしょうか、いわゆる土俵にのせた

上で、あるいは皆様、先生方の御意見も場合によればいろいろお聞きをしながら、検討を

今後進めていきたいなというふうに考えているところでございます。 

【森構成員】  分かりました。ありがとうございました。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、次に手塚構成員、お願いいたします。 

【手塚構成員】  どうも御説明ありがとうございます。いろいろな取組をされていて、

本当にそういう点では敬服しています。 

 ここでLINE Taiwanの例を今お聞きしたんですけれども、こういうものは、いいものは日

本側でも取り込んでやるとか、その辺のLINEの中でのポリシーの考え方はどんなふうにな

っているのかを含めて、ちょっとお教えいただけますでしょうか。 

【青木氏】  ありがとうございます。まさに今御指摘をいただいた点につきましては、

これまた現状御案内のとおりというか、日本国内では、LINE社として特段取組、これはし

てございませんけれども、今後私どもとして、当然その海外のグループにおけるその取組

が先進事例としてありますので、逆輸入ともいいましょうか、国内に当然入れるべきサー

ビス、機能については、ぜひ積極的に検討していきたいなというふうにまずは考えており

ます。そういった中で、これまたまだ対応が追いついていないというところもあるのと同

時に、これはまたその社としての、あるいは幾分私個人の見解にもよるところもあります
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けれども、まだここまで機能を実装するための環境が、いろいろな面でまだ日本国内にお

いてはこれからの途上の段階にあるのかなというふうに考えてございまして、これは例え

ばですが、先ほど台湾の例で申し上げたような、いわゆるファクトチェック機関、これが

聞くところによりますと、やはり台湾では、いわゆる官民連携でありますとか、あるいは

NPOさん、NGOさんというんでしょうか、こういった幾分公的な性質も帯びたところで、そ

のノウハウを蓄積しながら御対応されているというところを聞いてございまして、片や日

本国内におきましては、今日も関連の御発表がおありになると伺っておりますけれども、

よりその専門性を持った取組については、またこれからいろいろな協力、あるいは知見の

結集というようなものが必要になっているのかなと思っておりまして、まさに私どもとし

ても、今後の検討課題、場合によれば喫緊の重要な課題の１つとして取り組んでいければ

なというように考えているところでございます。 

 以上になります。 

【手塚構成員】  どうもありがとうございました。 

【宍戸座長】  それでは、次に大谷構成員、お願いいたします。 

【大谷構成員】  日本総研の大谷でございます。 

 手塚構成員からも、この台湾のファクトチェックの状況について御質問があったのです

けれども、関連して御質問させていただければと思います。 

 なぜ台湾なのかといったことについては、環境が整っているからということがあるので

はないかと思いましたけれども、イニシアチブは誰が取られたのかということを差し支え

なければ教えていただきたいのと、関係する協力者として、台湾の行政院が含まれている

ということなんですが、こういった公的機関が、このファクトチェックということにどう

いう協力をされているのか、位置づけはどのようになっているのかというのを教えていた

だければと思っております。また、こういった先進的な取組につきまして、台湾の国内に

おいての受容の在り方というか、国民の皆さんにとってはどのように受け止められている

のかについても、分かる範囲で教えていただければと思います。どうぞよろしくお願いい

たします。 

【青木氏】  承知しました。御質問ありがとうございます。 

 順を追ってお答えを差し上げますと、まず、現地におけるイニシアチブにつきましては、

やはりおおよそLINE Taiwan、手前どものグループ自身が、ある程度そういったファクトチ

ェックの機能、こういったものの御提供が必要ではないかというところから、ある程度取
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組を進めさせていただいたというふうに聞いてございます。すなわち台湾現地における

LINEのサービスの、いわゆる普及度、あるいは台湾現地におけるユーザーの皆様の数、規

模というものが、感覚的に例えて申し上げると、日本でも数多くのユーザー様にLINEを御

利用いただいているわけですけれども、これと同等ないしはそれ以上に、台湾現地におい

てはLINEのサービスというものが、皆様の生活にある意味根差していると、根づいている

というように、まず聞いてございます。こういった中で、事業者としてその責任の観点か

ら、こういった機能を御提供しようというところがまず１つございました。 

 そういった中で、これは幾分また付随的なお話になるかもしれませんけれども、恐らく

は、いわゆるその各地域、国における様々な政治情勢といったものがあろうかと思います。

そういった中で、やはり台湾現地では、いわゆるファクトチェック、あるいはフェイクニ

ュースといったものの社会的な課題感、これが非常に大きくなっていたということが、先

ほどの要素とある種相まってと申しますか、よりニーズとしても高まっておったと。した

がいまして、一定程度、やはり実際の政府機関としても、こういったものに対する対策、

これを講ずることがより重要性の高い、あるいは喫緊の課題になっていったというのが２

点目に挙げられようかと思います。 

 こうした状況の中で、先ほど少し触れたところでございますけれども、今かなり多くの

ユーザー様が、日常的にそのLINEのサービスを通じたファクトチェック、この機能を御利

用いただいているということでございまして、またそこで蓄積された情報が、先ほどウェ

ブのバージョンを御紹介申し上げましたけれども、１つの蓄積されたデータベースとなっ

て皆様に御活用いただいているといったサイクルと申しますか、循環を生み出していると

いうように今なっているところでございます。 

【大谷構成員】  御回答ありがとうございました。好循環があるということ、大変好ま

しいものだと思いますが、御質問した、その台湾行政院の位置づけとしましては、表現そ

のものに対する、何かチェックそのものに関わるというよりは、そういった仕組みを何と

いうか、モニタリングするというような立場での関与というふうに受け止めていいですか。 

【青木氏】  およそおっしゃったとおりでございまして、行政院さんが内容について関

知はしておられないというように聞いておりまして、そこはあくまでもといいますか、４

つのファクトチェック機関さんと提携させていただいているんですけれども、ここに、そ

の各４つの機関に、いわゆる専門家の方々がいらっしゃいまして、こちらで中身について

の検証は行われているといった役割分担になってございます。 
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【大谷構成員】  ありがとうございました。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは木村構成員、お願いいたします。 

【木村構成員】  木村でございます。私も台湾のあれが、もう日本にどういうふうに生

かしていただけるのかなというのは楽しみにしております。 

 質問なんですけれども、スライドの10のところでユーザーからの通報への対応というと

ころで、ユーザーから通報してモニタリングチームさんが24時間365日、判断・対処して

くださるということなんですが、実際に通報してから対応されるまでのタイムラグという

か、どのくらいの時間、平均としてかかっているのかというのをちょっと教えていただけ

ますでしょうか。 

【青木氏】  承知いたしました。御質問ありがとうございます。 

 １点、私の御説明がちょっと連続してしまいました関係で、念のためまず申し添えます

と、今、関連の御質問もいただいておりました台湾における取組、この御紹介がスライド

の８と９の２スライドになってございまして、スライドの10につきましては、１点、１点

と申しますか、日本国内における、先ほどのファクトチェックとはまた別の、日本国内に

おける取組としてのいわゆる通報、こういった機能の御説明にまずなってございました。 

 その上で、御質問いただきました所要の時間、タイムラグのところにつきましては、こ

れまたその通報の内容等に応じまして、いわゆるAIと申しますか、機械による検知であり

ますとか、オペレーターと言っていますけれども、人の目を介したモニタリング、対応と

いうのがそれぞれございまして、そういった意味では、一口にちょっとどの程度のお時間

というのが幾分申し上げづらいところなんですが、その内容に応じた、今申し上げた機械、

あるいは人のモニタリング、これを組合せして対応しているといった内容になってござい

ます。 

【木村構成員】  ありがとうございます。ということは、一概に言えないということな

んですけれども、その間はちょっと誤った情報かもしれないものが掲載されているという

理解でよろしいでしょうか。 

【青木氏】  さようですね。そういった可能性を排除できない、否定できないという意

味では、今先生おっしゃっていただいたような間の時間につきましては、その状態が存置

されているというところにはなっております。 

【木村構成員】  ありがとうございます。 
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【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、このラウンド最後になりますが、山本構成員、お願いいたします。 

【山本構成員】  山本です。ありがとうございます。ちょっとフェイクニュースの絡み

とは異なって、森構成員の御質問とちょっと重複するところがあるんですけれども、もし

かしたらちょっと私が聞き逃していた可能性があるんですが、この政治広告の定義という

ところなんですけれども、広告の審査ガイドラインを拝見しても、政治広告というワード

が何かそこにあって、提示されているわけではないと思うんですが、どういったものを政

治広告としてお考えになられているのかということについて伺えればと思います。実際こ

ういう、それに当たるんだということで、落ちたというか、審査に落ちたような事例とい

うのがあったかどうかというところ、もしお分かりであれば教えていただければと思いま

す。すみません。 

【青木氏】  承知いたしました。山本構成員、ありがとうございます。 

 まず後者といいますか、実際の審査の事例については、ちょっと今手元で把握できてご

ざいませんで、ちょっと聞いている中では、実績として特に落ちたものがあるというのは

聞いたことがないんですけれども、ちょっとこちらについては、実績としては把握、今で

きておりません。申し訳ありません。 

 一方広告の定義につきましては、ちょっとここも実際に今お認めしていない中で、じゃ

あ何を禁じているのかというところにもなるかと思うんですけれども、いわゆる政治広告

といった場合に、政党広告というんでしょうか、これもまた、じゃあ何をもってその政党

として定めるかということにもなるかと思うんですが、政党さんの広告についてと申しま

すか、これも含めた形で、これまでのところではLINEの、いわゆる広告の媒体においては、

出稿を禁止させていただいているというのが今の実際のポリシーといいますか、実績とい

うふうになっております。ですので、先ほど森構成員の御質問のところで少し申し上げま

したように、裏返しますと、そこで今何かその可能性を含んでいるということでも全くな

いんですけれども、今後そういった政党の広告でありますとか、また選挙の際にみたいな

お話が、今後の検討課題というか、私どもとしてもまたその一歩、次の検討をしていかな

いといけない、このような課題認識をしているところでございます。 

【山本構成員】  ありがとうございました。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。まだまだ御質問等あろうかと思いますが、最後

の自由討議でも、また御質問を受けられるということでございますので、次のアジェンダ
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に進ませていただきます。 

 アジェンダの２番目でございますが、日本や海外におけるファクトチェックの取組につ

きまして、ファクトチェック・イニシアティブ、楊井様より御説明をお願いいたします。 

【楊井氏】  どうも、楊井と申します。今御紹介いただきましたNPO法人ファクトチェ

ック・イニシアティブ、FIJの事務局長の楊井と申します。日本や海外におけるファクト

チェックの取組についてということでお話を御説明させていただきます。 

 私のファクトチェック・イニシアティブという団体は、2017年に発足をしまして４年目

になっております。日本でファクトチェックという活動、これを少しでも普及させていく

ために、様々な業界横断的に協力体制をつくって、様々なメディア、ファクトチェックを

行うメディアや担い手に対して支援をするという、そういった取組をしてまいりました。

日本についてちょっと後半お話をするとして、まずそもそも、皆さんは御存じの方は多い

と思いますが、ごく軽くファクトチェックの背景と基本的な考え方、そして海外の現在の、

特に最近の取組について御説明をまずしたいと思います。次お願いします。 

 まず、最近インフォデミックという表現がよく使われるようになってきましたけれども、

最近の事象、直近の情報が、誤情報が非常に拡散しやすくなってきた情報環境の前から、

当然こういった要素というのは古今東西あったわけです。まず、人間のやっぱり特性とし

て、心理的な要因として、もともと確証バイアスや、そして、何かこう大きな脅威となる

事件とか、事故が発生した場合に、その原因を特定の人物や団体に転嫁したくなる、スケ

ープゴーティングといいます。それから善意のパラドックス、これは悪気があってではな

くて、これは大事な情報だと伝えたいという、そういう善意から来る情報を人に伝えよう

という、そういう人の特性です。そういった誰しも持っている心理的な要因というものが

もともとあるというところを背景に、起きている現象だと思います。 

 その中において、情報環境の変化として、誰でも世界中に情報発信ができる時代、拡散

できるような時代になったという情報技術の発展、そして様々なメディアも出てくる中で、

伝統的なメディアの影響力は相対的に低下するという環境の変化があったと思います。 

 そしてさらに、ここ最近言われているのは、エコチェンバー現象と言われるように、非

常に互いの感情や意見というものが共鳴し合って、さらに信念が強化されていくという、

そういった現象、ネット上でそういった現象は起きやすくなっていると言われています。

さらに、これは新型コロナ以後特に顕著になってきていますが、国境や言語の壁を越えた

真偽不明情報が拡散するようになってきた。今まで情報というのは非常に、ニュースにせ
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よ、基本的にローカルで、物すごく身近なものに人々は関心を持つので、そんな遠い海外

の情報というのは、それほど関心を持つということはあまりなかったと思うんです。それ

が今、このコロナという問題で、グローバルな問題関心というものが一挙に、同じように

国を越えて、言語の壁を越えて、その情報が拡散するようになってきた。ですので、海外

から誤情報が日本に流入してくる、あるいは日本から、逆に海外のほうに誤情報が出てい

く、両方あり得るわけですけども、そういった現象がこの新型コロナ以降特に顕著に現れ

てきているのかなと思います。 

 そういった中で風評被害や健康被害、それから差別や偏見の助長、あるいは憎悪や対立

の激化、そして様々な信頼や権威の低下というような、そういった問題が引き起こされて

くるというのが大きなインフォデミック現象の状況にあるのかなと思います。次お願いし

ます。 

 そうした中において、ではファクトチェックとは何かといいますと、社会に広がった真

偽不明の情報・言説について、事実に基づいているかどうかを調べて、根拠・証拠を示し

て、その真実性・正確性の検証結果を発表することという、そういう営みになります。一

言で言うと、誤った情報というものを、これは人々に可視化をするというところに大きな

役割があるわけです。事実確認というのはいろいろなところで行われていると思うんです

けれども、その検証した結果を分かりやすく判定をして、そして人々にある種警鐘を鳴ら

すというようなところがファクトチェックの１つの特徴になってくるかと思います。そう

いった活動は、もう1994年、1995年頃から、実はアメリカからそういった活動が広がって

おりまして、今出ているのは1996年に広がった、いわゆるフェイクニュースの典型例なん

ですが、それファクトチェックした、このsnopes.comという団体は、もう1994年から、つ

まりもう四半世紀前ぐらいから活動している、そういう団体です。そういった団体はたく

さん、アメリカをはじめ世界中に広がって活動しているということです。次行ってくださ

い。 

 このファクトチェックというのは、１つは何が正しいのか誤りなのか、ミスリーディン

グなものとか、根拠不明なものとか、そういったものを、いろいろな情報というのは多様

な情報がありますので、それを総体的に評価していくというのは、１つファクトチェック

の特徴になっています。そういった誤情報を可視化していくことで、誤情報が持つ影響力

が低くなっていく、こういうふうに考えていくわけです。はい、次お願いします。 

 プラットフォーマーとの連携というものが近年進んでいまして、ここに挙げているのは
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フェイスブックですけれども、フェイスブックが提携しているサードパーティー、ファク

トチェック団体が、フェイスブックの投稿に対してある種ファクトチェックをした場合は、

こういった形で投稿に上書きされる形で警告表示が出ると、こういうようなことが数年前

からフェイスブックの取組として行われています。次お願いします。 

 こういった、世界中でファクトチェック団体というのは広がってきていますけれども、

私がこのファクトチェックの活動に携わったのが2016、2017年ぐらいからなんですが、世

界中でそれ以来どんどん増えていっている。今現在300以上の団体が、これはアメリカの

デューク大学が調べた結果なんですけれども、300以上のファクトチェック団体が活動し

ていると言われています。その中において、アジアでもインドが22、インドネシアが９の

団体が活動しているということで、かなりアジアの各国でも、たくさんファクトチェック

団体が生まれているということです。次、お願いします。 

 そういった300ぐらいの活動をしているファクトチェック団体があるんですが、もう一

つ重要なのは、ファクトチェックの国際団体ができているということです。この国際ファ

クトチェックネットワーク、IFCNという団体は、2015年に発足をして、翌年に１つの重要

な基本原則を定めました。５つの基本原則を定めて、党派的な活動はしないとか、情報源

を透明にする、透明性の原則等々が定められました。これに基づいてIFCNのほうで審査を

行って、そこに加盟が認められた団体というのが、よりフェイスブック等プラットフォー

マーと一緒に活動するということが、近年の傾向になっています。次、お願いします。 

 そういった中でアジアのファクトチェックについても紹介したいと思いますが、お隣の

韓国では、国立ソウル大学のファクトチェックセンターというのができまして、新聞社、

放送局、ネットメディア、今計30社が加盟をして、ファクトチェックを恒常的に行ってい

ます。その結果は、右側のちょっと小さいスライドになっていますけれども、NAVERとい

う韓国の最も規模の大きなニュースサイト、Yahoo！に相当すると思いますが、こちらで

ファクトチェック一覧ページというのを設置して、各社のファクトチェックの結果が、ニ

ュースと一緒にファクトチェックの結果も出てくるようになっています。あと韓国の特徴

は、物すごくテレビのファクトチェック番組も人気だというふうに聞いております。実際

にJTBCという韓国のテレビ局は、定期的なファクトチェック番組を放送していまして、先

ほど紹介したIFCNという団体にも正式に加盟している、そういうファクトチェック活動に

なります。テレビを通じてかなり多くの国民がファクトチェックというものに興味を持っ

て、情報を精査することの大切さというのを感じ取ったんだと思うんですけれども、そう
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いった中において、ファクトチェックのコンテストというものが行われています。これは

放送記者協会、日本にはそういうものはないんですが、放送業界の重要な業界団体、そこ

が主催するもので、多数の市民や学生が、自分たちがやったファクトチェックの結果をコ

ンテンツ、例えば動画にしてみたり、様々な形で自分たちのファクトチェックの結果を発

表する。そこに大勢の、本当に私も参加させていただいたんですが、もうテレビ局の社長

クラスの人がみんなそのコンテストに参加して表彰するというような、そういう一大イベ

ントになっている。年１回行われているということです。はい、次、お願いします。 

 その次の台湾のケース、これは先ほどLINE Taiwanの説明が詳しくなされましたので、そ

こは省略したいと思いますけれども、１つ特徴としては、台湾でも2018年ぐらいからファ

クトチェック団体が、今２つの団体がIFCNに加盟していますが、主に活動しているところ

は４つです。そしてさらにLINEを使ったファクトチェックのチャットボットサービス、こ

れはCofactsと読むんですけれども、そういったものが非常に普及しています。あと

Google検索にも台湾のファクトチェック結果が出るような、そういう形でいろいろと連携

が進んでいるというふうに聞いています。はい、次、お願いします。 

 そうやって、そこで日本の話、残り時間少ないんですけれども、FIJでは先ほど申し上

げたような形で、様々なメディア、ジャーナリスト、研究者と協力して、ファクトチェッ

クの担い手を広げるための団体として設立されました。次、お願いします。 

 この活動で、最近では新型コロナに関しては、やはりそれぞれのファクトチェック団体

が様々な検証を行って、それをFIJの特設サイトで載せる、それをまたYahoo！ニュースさ

んやLINEニュースさんにもこの特設サイトを紹介していただくということで、かなり多く

の方がアクセスを、こちらのサイトには来ておりました。一覧できるようになっています

ので、様々な新型コロナに関する怪しい情報というものをチェックできるという、そうい

うサイトになっております。次お願いします。 

 それから先ほど申し上げたように、国際的に広がっていくのがこのコロナに関する誤情

報の特徴でしたので、この国際協力というのがIFCNを通じて、非常に各国で行われました。

次お願いします。 

 FIJでも、正式にIFCNに加盟している団体ではないんですが、やはりコロナという、こ

ういう緊急事態ということもあって、FIJもこのプロジェクトに協力をさせていただくこ

とになりました。で、台湾のファクトチェックセンターやインドの団体から、自分の国で

日本に関する怪しい情報が広まっているということで協力を求められまして、FIJあるい
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はFIJのメディアパートナーが調査に協力して、現地のファクトチェックに生かされると

いうケースが幾つかございました。次お願いします。 

 そういった各国の、世界中の新型コロナに関するファクトチェックはデータベース化さ

れていまして、誰でも、どういった誤情報が広がったのか、検索したりできるようになっ

ています。これもIFCNのサイトに載っているものです。日本からも、日本のファクトチェ

ックの結果を英訳してこちらのデータベースに登録すると、そういったこともFIJのほう

でさせていただきました。次お願いします。 

 韓国や台湾の団体とも、特に密接に協力や連携をしております。つい先日も台湾のファ

クトチェックセンターから、日本の関連するある誤情報についての調査がしたいというこ

とで調査協力がありまして、協力をしたということもありますけれども、それぞれの活動

の知見を共有するということも、こういったセミナーイベントを通じてやっております。

次お願いします。 

 もう時間も限られてきましたが、FIJでは特徴的なのは、ある種のモニタリングをして

おります。モニタリングをしてファクトチェックをするメディア、担い手であるメディア

パートナーに対して情報提供をするということをやっています。それを通じて、メディア

パートナーはファクトチェックの質や量が向上するような、そういう支援活動というもの

を現在やっております。簡単にちょっと説明しますと、まず機械が収集してきた怪しい情

報をスクリーニングして、スタッフがそれClaimMonitorというデータベースに登録して情

報を提供する形になります。次お願いします。 

 こちらちょっと省略をいたします。すみません。次お願いします。 

 で、そのClaimMonitorというデータベースに登録された情報というのは、メディアの記

者さん、ファクトチェックをするメディアの記者さんに通知をされる形になっています。

次お願いします。 

 通知された情報を基に、例えばこれは一例なんですけれども、トランプさんの票が大量

に廃棄されて埋められていたと。画像つきのツイートが拡散した事例なんですけれども、

それがClaimMonitorに登録されると、それを見たメディアパートナーの記者さんが、これ

は結構拡散しているので、ちゃんとファクトチェックしたほうがいいと判断をされて、実

際にいろいろ調べた結果をBuzzFeedさんの御自身のニュースサイトに掲載をして発表する

と。こういう流れで活用をされているということでございます。はい、次お願いします。 

 そういったファクトチェックの結果をFIJが運営するファクトチェック・ナビというサ
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イトで、ウェブアプリで一覧できるようになっています。ですので、皆さんもぜひ一度、

ちょっとファクトチェック・ナビというものを検索していただければ、今日本で行われて

いるファクトチェックがどれぐらいの量があって、どれぐらいのどういったものが検証さ

れているのか、そういったものが一目瞭然になっておりますので、こういったものを通じ

て、一般の人にも少しでもファクトチェックというものを知ってもらう、そういう活動も

同時に行っております。はい、次お願いします。 

 こういったモニタリングの作業で大体１日平均７件、１か月で200件前後の、その真偽

不明な情報というものを捕捉して、そしてメディアパートナーに提供しているということ

になっています。はい、次お願いします。 

 そしてその結果として、今FIJのメディアパートナーは、主な活動をしているところは

今BuzzFeedジャパン、それから毎日新聞、それからInFactという、主に３つのメディア・

団体が恒常的にファクトチェックをしていますけれども、FIJが活動を開始した2017年当

初は、どこも事実上やっていませんでした。そういった中で、例えば衆議院の総選挙とか、

沖縄県知事選挙という重要なイベントの機会だけ、メディアと連携してファクトチェック

をするというプロジェクトを行ったりしていたんですけれども、2019年頃から、恒常的に

もっともっとやっていこうということになりまして、2019年はまだ月に、それでも五、六

本ぐらい平均してファクトチェックの記事は出ていた時期だったんですが、2020年、コロ

ナの後ですけれども、１か月平均大体13.7本ですか、ぐらいのファクトチェック記事が今

出るようになってきていると。かなり月によってまだむらがありますね。これはかなり多

い月もあれば、非常に少ない月もあったりして、ちょっとばらつきが大きいんですけれど

も、以前に比べれば、少しずつ日本でもファクトチェック記事を出すメディアが増えてき

たのかなと思います。次お願いします。 

 最後になりますけれども、FIJの今後のファクトチェックの普及のための活動の方向性

なんですが、１つは今言ったようなモニタリングをして情報提供するということに加えて、

担い手を増やしていくということに、より尽力をしていきたいと思っています。１つはよ

りファクトチェックをするメディア・団体が増えていくようにする、そして連携をしてい

くということも１つですけれども、一般の市民や学生さんも非常に関心を持っていらっし

ゃる方は多いです。ですので、そういった方々に専門的なファクトチェック、プロフェッ

ショナルとしてやるところまでは、すぐにはもちろんできないわけですけれども、その前

段階の、いわゆるモニタリングですとか、簡単な予備的な調査、そういったものを行って、
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先ほどお見せしたようなデータベース、情報を登録するデータベースに共有して、メディ

アのファクトチェックに活用していただくというような、そういう個人の担い手と専門的

なメディア団体との連携、こういったものができるような形をつくっていきたいと思って

います。そのための個人の担い手、我々ファクトチェックアソシエイトと呼んでいますけ

れども、そういった人たちもどんどん増やして育成していくということを今後やっていき

たいと思っております。 

 私の発表は以上になります。どうもありがとうございました。 

【宍戸座長】  楊井先生、ありがとうございました。 

 それでは、次に資料３について、みずほリサーチ＆テクノロジーズ、中様より御説明を

お願いいたします。 

【中氏】  それでは、資料３－１に基づきまして、みずほリサーチ＆テクノロジーズの

中より御説明させていただきます。諸外国におけるファクトチェックの取組について、ポ

イントを説明させていただきたいと思います。２ページ目に飛んでいただけますでしょう

か。ありがとうございます。 

 調査の方針でございます。諸外国の主要なファクトチェック団体等の、ファクトチェッ

クの実施方法や体制について調査を行いました。調査の方法でございますけれども、公表

されている文献を基に行っております。調査の対象の団体でございますけれども、下の表

に書いてございますファクトチェック団体を５団体、あと自らはファクトチェックを行っ

ていないということだったので、ファクトチェック関連団体というふうにさせていただい

ております。ファクトチェック５団体に関しては、フルファクト、ファクトチェックNI、

ポインター、スノープス、台湾ファクトチェックセンター、また、ファクトチェック関連

団体については、ソウル大学ファクトチェックセンターとなっております。組織の特徴、

右見ていただくとお分かりなんですけれども、非営利の団体が多くなっておりまして、営

利団体はスノープス、今回は１団体が対象になっております。 

 ３ページ目をお願いいたします。こちらからは表を横に説明をしていきたいと思います。

３ページは団体の概要でございます。表の中の人員数を御覧いただければと思いますけれ

ども、今回対象にした団体では、全体で10名から大体30名規模の人数がいらっしゃいます。

設立の時期や活動開始年については、2010年代の団体さんが多くなっております。最も古

いのは、先ほどFIJ様でも御説明ありましたが、米国のスノープス、こちらが1994年設立

となっております。 
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 ４ページ目をお願いいたします。団体概要の続きですけれども、活動資金源についても

お調べしております。こちらは後ほど改めて御説明させていただければと思います。外部

からの評価ということで、いろいろな受賞歴を皆様お持ちです。IFCN、先ほど来御説明が

あるIFCNでの署名をされている団体様が多くあります。あとは、真ん中のポインターイン

スティテュート等についてはピューリッツァー賞、あとはスノープスメディアグループに

関してはウェビー賞を受賞されていました。 

 ５ページ目お願いいたします。５ページ目はファクトチェックの活動の内容についてお

調べしております。１つ目、ファクトチェックの対象とする情報についてでございますけ

れども、横並びに見ますと、共通するのは大体政治、経済、医療、食品、科学のような分

野、変わったものとしてはスノープス様の都市伝説、その中にはユーモアや風刺なども対

象にするということで、こちらかなりユニークなケースというふうになっております。続

きまして、ファクトチェックの体制についてでございます。こちら、実際組織の中でファ

クトチェックをしている方の人数を見ておりますけれども、大体こちらが少ないところで

５名、多いところで26名、このような規模でされているようなことでした。あとはファク

トチェックの実績、その下でございますけれども、こちらも実際の件数を書いてございま

すが、平均というか、横並びに見ていくと、年間数十件から数千件というような結果にな

っておりまして、これはやはりその体制によるものというものもあるのかなと思います。

最後の行、ファクトチェック団体の方の外部のメディアやSNSさんとの連携の状況ですけ

れども、多くはフェイスブックのコンテンツを対象にファクトチェックを行うフェイスブ

ックのサードパーティーチェックプログラム、こういったものに加盟されています。で、

あとはポインターインスティテュート様などを見ると、TikTokとパートナーシップを結ん

でいるとか、あとはスノープスのほうを見ていただくと、BBCニュースやワシントンタイ

ムスのような大手メディアに参照されるようなことがあります。あと一番右側の台湾ファ

クトチェックセンターにおいては、台湾Yahoo！ですとか、中華電視、こちらテレビ局に

なります。こういったところと連携をされて、コンテンツを提供されていました。 

 ６ページ目をお願いいたします。ファクトチェック活動を行うに当たって、そのファク

トチェックのツール、ICTツールを使っているかどうかというのをお調べした結果でござ

いまして、こちらは自らツールを開発している団体というのは、フルファクトと、あとス

ノープス様のほうで行われているということが分かっております。 

 ７ページ目をお願いいたします。ファクトチェック能力の向上の取組を調べた結果です。
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こちらは自らのファクトチェッカーの育成と、あとファクトチェッカー以外の一般の方の

育成のための取組というのをやられていることが分かっております。例えばとして紹介さ

せていただくと、ファクトチェッカーの育成については、フルファクト様では６週間のト

レーニングということを行われておりました。あと一般の方に対する取組としては、一番

右端の台湾ファクトチェックセンターでは、チェックツールという名前で自らのセンター

のウェブサイト上に教育コンテンツを公表して、自分で学習することができるようなこと

をやっておりました。 

 ８ページをお願いいたします。ファクトチェック団体の収入パターン、先ほど収入源の

ところは飛ばすということでやっていたんですが、こちらにまとめて図示したものでござ

います。大きくは収入パターンとして５つあるなと思っておりまして、１つ目は寄附や助

成金を受け付ける方法、②番としては、ポインターが運営しているIFCN、そちらの署名済

み団体となって、フェイスブックから資金を獲得するような方法がありました。作業委託

費として、年間数百万から数千万円受け取っていらっしゃいました。３つ目としては、フ

ァクトチェックコンテンツ、ファクトチェック済みコンテンツをマスメディアやSNS等の

外部に向けて販売したり、あとは広告掲載をするようなケースというのが見受けられます。

こちらはポインター、広告についてはポインターやスノープスさんというところがされて

いました。④番目ですけれども、一番下の枠組みですが、ジャーナリストや一般人の方に

研修事業を行うと、そういったことで収入を得るようなパターンもあります。最後⑤番、

他のファクトチェック団体から活動支援を受けるというようなケースもございます。こち

らは今回のケースだとポインターさんのほうで、そういった他のファクトチェック団体さ

んを支援するようなことを行っていらっしゃいました。 

 ９ページ目をお願いいたします。ここからは２番目のファクトチェック関連団体、先ほ

どFIJ様でも御発言ありましたけれども、ソウル大学のファクトチェックセンターについ

て御紹介させていただければと思います。活動内容、こちらについては、SNUさんでは韓

国内の新聞・放送・通信・オンラインメディア30社の方々が登録されていて、こちら登録

されたメディアの方々がファクトチェックを行います。その結果を集めて、大手SNS事業

者NAVERを通じて公表するというようなことを行われています。メディア各社が同じフォ

ーマットで、同じ様式でファクトチェック結果を登録して公表されるということが特徴だ

というふうに思っております。SNU様では、その登録用のウェブプラットフォーム、ファ

クトチェックプラットフォームというふうに称されていますけれども、そちらを用意して
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提供するということを行われていました。活動資金源、一番下ですけれども、こちら

NAVERから資金を受けているということでございます。年間１億円というふうなことが書

いてありました。 

 10ページに参ります。ファクトチェック公表実績のところでございますけれども、ファ

クトチェックの公表は、大体年間700件程度行われておりました。 

 続きまして、11ページをお願いいたします。こちらはファクトチェック支援活動の内容

をまとめたものです。こちらも後ほど図の形で説明したいと思いますので、12ページをお

願いいたします。 

 これはイメージでございまして、先ほど来出てきているアフィリエイトメディアさんに

提供している公表システム、ファクトチェックプラットフォームの入力画面となります。

ちょっと韓国語なんですけれども、こういったようなフォーマットに従って記入していく

と、同じような体裁で公表ができるということになります。 

 資料番号15番のほうにお願いいたします。先ほど飛ばしましたファクトチェックの支援

活動を図示いたしております。一番上の四角枠、アフィリエイトメディア様のほうが30社

現在登録されていて、その方々がファクトチェックをします。その結果をSNUファクトチ

ェックセンターの公表システムの中に登録して、それをNAVERですとか、あとは現在です

と、COVID－19に関しては、ソウル特別市さんのウェブサイトの上で公表するような形で、

ファクトチェック結果というのが表に出ているというような状況です。 

２つ目として、またSNUファクトチェックセンターでは、学会さんと組んで４つの事業を

行っています。こちらでそのファクトチェック活動を行っている方々の支援を行うという

ことをされていまして、１つ目はインターンシップ事業でございます。こちらは大学生を

半年間メディアに派遣しています。この中には就職する人もいるということを書かれてい

ます。②番、これは現在計画中だということなんですけれども、ジャーナリスト向けの、

ファクトチェックの研修事業というのも、計画されております。あと③番としては表彰事

業でございます。こちらは韓国ファクトチェック大賞という名称で、大賞1,000万ウォン、

100万円ですね。優秀賞500万ウォンというものが授与されます。最後、④番目としては、

ファクトチェックを行う方々、取材をされる方々への支援事業を行っております。企画取

材支援事業、こちらファクトチェック活動を支援する内容で、こちらは１件当たり3,000

万ウォンの支援を行われています。あとは情報システムの開発に関しても支援を行われて

いるようで、こちらは１件当たり最大１億ウォンの支援を行っているということでござい
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ました。様々な支援活動も行われているということです。 

 16ページにお願いいたします。改めて特徴をまとめております。こちらのページでは人

や体制について、今回お調べした中で人や体制についてのまとめを行っております。ポイ

ントの①番のところに書いていますけれども、メンバーになられている方はジャーナリス

トの方を中心に、多様な経歴の人材が参加されているということが分かりました。括弧内

に書いてある公的機関のスタッフだった方だったりとか、市民活動家、あと研究者、また

はICTの技術者の方などもメンバーになっておりました。 

 17ページをお願いいたします。資金の獲得の方法でございます。こちら先ほど図の中で

御説明させていただいた、５つの方法があるようだということを書かせていただいている

内容でございます。説明は割愛させていただきます。 

 18ページになります。ファクトチェック団体様のファクトチェックの方法とか手順につ

いてお調べをまとめたものでございまして、①番を御覧ください。多くの団体においては、

全体的にどのような方法でファクトチェックを進めていくのかという流れというものを公

表されています。右側の内容の一番上のところに書いておりますけども、プロセスとして、

大体情報をまず収集して、その対象情報を選定すると。調査を行って、その結果を判定、

判定が終わったら公表して、もし間違いがあった場合に訂正をするというような、このよ

うなプロセスで作業しているということを多くの団体様では公表されております。このう

ち非常に詳しくというか、力を入れて説明されているなというふうに感じられたのは、ポ

イントの②番の対象情報の選定の方法だったりですとか、あと③番の判定、レーティング

をする方法についてでした。例えば判定の方法については、ファクトチェックの判定につ

いては、ファクトチェッカー１名では行わないと。複数名でレビューをした上でその判定

をするということが、多くの団体で行われているなというふうに感じたことでございます。 

 最後、ファクトチェックの支援ツールについてでは、①番を御覧いただければと思うん

ですが、単体では、まず外部資金を活用してファクトチェックツールを活用しているケー

スがありました。例えばということで、②番の内容のところの一番上に書いてあるんです

けれども、英国フルファクトでは、Automated Fact Checkingという名前で、こちらGoogle

さんのお持ちの言語モデル、BERTというものがあるんですが、これを用いたAI分析ツール

に発展させて運用を、実運用されているということでした。この内容については、ファク

トチェッカーさんがそのファクトチェックの対象とするべき文書の特定をするときに、こ

のツールを役立てているということでございます。次のポチの「一方」と書いてあるんで
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すが、世の中にあるツールをうまく使っているというところもかなりございまして、括弧

で書いているのはGoogleのフォームを使ったりとか、あとはウェブのキャッシュ、あと

Wayback Machineのようなものを活用されているようなところもございました。 

 以上が今回ファクトチェック団体様を調査させていただいた中を横目に見た結果でござ

います。 

 引き続きまして、資料３－２をお願いいたします。テーマは変わるんですけれども、今

回ディープフェイクの現状について、御紹介もさせていただければと思います。 

 資料１ページ目をおめくりください。「ディープフェイクとは」というふうに書いてご

ざいます。ディープフェイクとは、ディープラーニングとフェイクを組み合わせた造語と

なっております。現在では人工知能を用いて、実際には存在しないリアルで高精細な人物

の映像・画像を制作する行為や、また、それらで制作した映像・動画について指すことが

多くなっております。本来は、またちょっと違うということを３行目に書いてございます。

説明ははしょらせていただきますが、下の図、今回URLを書いてございますけれども、最

近ですと俳優のトム・クルーズさんのディープフェイクの動画というのがTikTok上で出回

って、非常によくできているということで話題になっております。左側が素材になった画

像で、右側には実際に合成したトム・クルーズのディープフェイクの映像というのができ

ているようなことになっております。お時間のある方は、このURLをクリックしていただ

ければと思います。 

 ２ページ目に参ります。２ページ目はディープフェイクの対義語として、チープフェイ

クというような言葉が使われることもございます。下の表、これはちょっと小さいんです

けれども、下に表を書いてございますが、こちらの事例、一番下が事例ですね。実際こん

なチープフェイク、ディープフェイクがありましたということで、その事例ごとにどの技

術が用いられたかみたいなことも整理しているようなことも行われております。参考まで

にお示しします。 

 ３ページ目でございます。ディープフェイクの例ということで、こちらはディープフェ

イクに関連した主な事案について、時系列で示させていただいています。ディープフェイ

ク自体は2017年からということがよく言われておりまして、それから時系列にまとめたも

のでございます。海外の事案が非常に多いんですけれども、日本においても、2020年10月

には、男性がディープフェイクポルノの画像で逮捕されているようなケースというのがご

ざいます。 
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 ４ページ目です。ディープフェイクの発生件数、どれくらいの件数があるのかというも

のを見たもので、ディープフェイクで作成された動画自体は非常に増加している傾向にあ

るということです。オランダのSensityという会社様がその情報をまとめておりまして、

2020年12月には8.5万件の動画の検出が行われているということです。また、ディープフ

ェイクの分野です。どういう分野なのかというと、エンターテイメント、ファッション、

政治の分野で多くなるということになっておりまして、動画の内容はポルノが多いと言わ

れておりまして、対象者のプライバシーや肖像権保護の観点から、問題視されているよう

な状況でございます。 

 ５ページ目をお願いいたします。ディープフェイクの対策例ということで、こちらでは

対策ツールについてまとめました。ディープフェイクの検出をするためのツールとしては、

ここですと、例えばマイクロソフトのVideo Authenticator等、こういったものはもう既に

実用化されているそうです。あとディープフェイクの脅威に対抗するための専門組織とい

うものが立ち上げられておりまして、米国のマカフィーでは、ディープフェイクラボとい

うのを2020年10月に設立して、AIを用いたディープフェイクの検出を行うことをやられて

います。 

 ６ページに参ります。６ページは自習用の教材ということで、ディープフェイクに特化

した自習教材の御紹介ですけれども、マイクロソフト等がまとめられたSpot the Deepfake

という取組ですが、こちらはウェブ上で公表されています。学習者の方は10問のクイズに

答えながら、ディープフェイクの特徴を学ぶことができます。これ下はサンプルで、絵を

見ながら、またはヒントを見ながら答えていくような形になっておりました。 

 ７ページに参ります。ディープフェイクの対策に向けた研究開発の例を、こちら２ペー

ジにわたって御説明させていただいています。１つ目はdeepfake detection challengeで

ございまして、こちらはフェイスブック様等が立ち上げられています。この取組はディー

プフェイクの動画と本物の動画を混在させた状態で、AIで識別を行おうというふうなチャ

レンジでした。2020年の５月まで開催されて、世界全体で2,114チームが参加されていま

す。この取組の結果ですけれども、あらかじめ公開、こういった主催者側が公開した動画

に関しての認識率は82％でございます。一方、あらかじめ提供されていなかった動画を使

って識別をチャレンジしてもらうと、そちらになると65.1％になります。このプロジェク

トの結果、既知のデータから新たなディープフェイクの事例というものを見つけよう、検

知しよう等の対応をすることの困難さというのも明らかになっております。分かっている
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ものであれば、検知はできるということのようです。 

 ８ページに参ります。今回こちらは日本の取組、ディープフェイク検知の取組でござい

まして、こちらはJST様のほうでプロジェクトが走っております。そのうちの１つ、国立

情報学研究所の越前功先生が取り組まれている内容は、インフォデミックを克服するソー

シャル情報基盤技術というものが取り組まれておりまして、こちらではフェイク映像、フ

ェイク音声、フェイク文書などの攻撃を検知・予防するような研究というのが行われてい

るそうです。 

 最後９ページ目に本日時点のまとめを書いておりますけれども、①番、ディープフェイ

クの動画については、増えてはいますが、まだたくさん世の中に出回っているのかという

と、ちょっとそうではないということになります。中に書いてありますが、その理由とし

て、高精細な動画を制作しようとした場合には、現状では一定のスキルが求められ、かつ

手間暇がかかります。前述したようなトム・クルーズさんの動画においては、制作者の方

は、AIの学習に２か月、撮影に２日、編集に24時間かかるというような状況でございまし

た。2020年の米大統領選が行われましたけれども、その際に懸念されていたような、ディ

ープフェイクの動画が出るんじゃないかという懸念があったんですが、それは多く出回る

ような状況にはなりませんでした。こちらも理由としては、簡単で安価なツールというの

を用いて、画像やテキストなどを用いたディープフェイク以外の効果的な偽情報を生成で

きたということが理由になります。 

 ②番、ディープフェイクの制作技術というのは、一方で進化し続けています。ディープ

フェイクで作った静止画の画像であると、人目ではもう真偽の判定が難しいようなレベル

にはなっているそうです。前述したようなディープフェイクのdetection challengeでも、

未知のデータを使うと、トップチームが識別できた精度というのは65％でございますので、

検出精度がまだ完璧というような状況にはございません。今後、新たなディープフェイク

の画像・動画等はまだ出てくる可能性があり、検出技術の開発も進めていく必要があると

思います。 

 以上でございます。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。 

 それでは、次に資料４について、藤代先生から御説明をお願いしたいと思います。 

【藤代氏】  はい、藤代です。よろしくお願いいたします。 

 今日は私のほうから、「フェイクニュースの生成・拡散のメカニズム」という形のタイ
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トルでプレゼンさせてもらいたいと思います。 

 フェイクニュースの問題というのはいろいろ議論されていて、2016年のアメリカ大統領

選挙ぐらいから、ずっと非常に大きな注目をされている。もちろんフェイクニュースはそ

れ以前からいろいろあったものであって、新しいものではないと思いますが、ソーシャル

メディア、インターネットの非常に大きな普及とともに、社会的な問題になったというこ

とは、もうここで話すまでもないというところだと思います。 

 最近の傾向としては、私自身も３年ぐらい前からこの研究をいろいろやってきていて、

今日の結論としては、フェイクニュースというのはインターネットにおけるニュースの生

態系、ニュースがつくられて、そして広がっていくそういう構造、そのものの問題である

というふうに今日結論から先にお話しして進めていきたいと思います。次お願いします。 

 海外ではこういうニュースの生態系というか、情報の生態系的な問題としてフェイクニ

ュースを捉えるべきだというような指摘はいろいろな人から上がっていますが、代表的な

人として、ハーバードのヨハイ・ベンクラーによる『NETWORK PROPAGANDA』、最近また新

しい郵便不正に関する調査をベンクラーらはやっているんですけれども、それでも同じよ

うに、フェイクニュースというのは既存メディアとの関係性がある。既存メディア等がフ

ェイクニュースの拡散を助けて分断をあおる役割を担っていると。既存メディアだけが悪

いという話を別にしているわけではなくて、フェイクニュースというのは、そういう既存

メディアも含めた情報の生態系、ニュースの生態系の問題だということをベンクラーらは

指摘しているところです。それからファーストドラフト、これはフェイクニュースに対し

て様々な活動に取り組まれている団体です。クレア・ウォードルというのは有名なフェイ

クニュースの分類とかをつくっている人ですけれども、フェイクニュースは情報汚染だと

いうふうに表現して、情報生態系全体の問題だと指摘していると。ベンクラーとクレア・

ウォードル、どちらもフェイクニュースとかプロパガンダに非常に重要な位置を占めてい

る研究者であり、実務者であるわけですが、その２人ともが同じような指摘をしていると

いうところに注目していきたいと思っています。次お願いします。 

 これはクレア・ウォードルがつくっている拡散のトランペットですが、それを邦訳した

ものです。既存メディアのようなプロフェッショナルなメディアが、フェイクニュースに

対抗するために、記事を書く際にうわさを権威づけたり、より拡散したりしないようにし

なきゃいけないと。この流れとしては、匿名のウェブから、それからネットワークに入っ

て、そしてソーシャルメディアに広がって、最後にプロフェッショナルメディアがお墨つ
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きを与えてしまったり、より拡散してしまうと、そういうようなトランペット構造、拡散

のトランペットというのがあるんだと。なので、単にそれはファクトチェック活動とか、

フェイクニュースのデバンクというのをやっていいというものではないと。非常に注意し

て不確実な情報とかフェイクニュースを扱っていかなければ、フェイクニュース側の思う

つぼだというようなことを指摘しているわけです。これは非常に重要な視点だと思ってい

ます。次お願いします。 

 ただし、このニュースの生態系的なものというのを考えていくに当たって、これは国に

よっていろいろなニュースの形とか、どのメディアが強いのかというのは異なります。ロ

イターとかが毎年レポートを出したりとかしています。向こうだとピュー・リサーチ・セ

ンターとかが毎年のように調査していますが、アメリカとかだとソーシャルメディア、特

にフェイスブックのパワー結構ありますけれども、日本だとやっぱりテレビと新聞が全国

にネットワークしていて、アメリカだと全国ネットワーク的なものというのは非常に乏し

いわけですが、日本ではこういうキー局とか、全国紙というのが存在している。それから

インターネットでは、ポータルサイトのYahoo！というのは非常に大きな影響力を持って

いて、ある種独自のニュースの生態系というのを国内は維持している。これがよい悪いか

というのは別として、そういう独自のニュースの生態系、そういうものを加味しながら、

フェイクニュースの議論というのをしていく必要があるんだろうと思っています。この中

では、私は特にミドルメディア、これ自分自身が10年ぐらい前に考えた概念なんですけれ

ども、それがインターネットのニュースに非常に大きな影響を与えている。そこに注目し

て、今回いろいろなフェイクニュースとの関わりを確認してきました。次お願いします。 

 ミドルメディアというのは何かというのは書いてあるとおりなので、こういうものでご

ざいます。次お願いします。 

 ミドルメディアとニュースの生態系って、これフェイクニュースと関係ない状態のこと

です。基本的にはソーシャルメディアからネットの話題を取り上げる。典型的なのが炎上

で、丸々で炎上しているみたいなことをミドルメディアが書く、ニュースサイトが書く、

まとめサイトが書く、それをマスメディア、マスメディアといってもニュースではなくて、

大体ワイドショーとか情報番組が取り上げることが多いんですけれども、それでマスメデ

ィアに上がって広がっていくと。まさにウォードルが言う拡散のトランペットのような構

造というのが、ミドルメディアを中心に国内では以前から存在していて、テレビ局さんの

研修とかを引き受けた場合、こういうミドルメディア、怪しいミドルメディア、まとめサ
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イトから検索で出たからといって、簡単にその情報番組で紹介しないようにしましょうと

いうようなことをよく言うようにしています。これは結構テレビ局の方からも、言ってい

ただいて大変助かるというようなことを言っていただくことが多いです。もう１個、マス

メディアが紹介したものをさらにソーシャルに拡散するという役割も、ミドルメディアに

はあります。これはテレビで誰かが話したことを、例えばネットの反応と組み合わせる、

ネットで話題、ネットで批判が高まっているような、こういう記事ですね。これはミドル

メディアといっても、最近スポーツ紙とか既存メディアの一部にも広がっていまして、非

常にミドルメディアという概念的なものというのが、大きく拡大している状況というのが

あるということがあります。次お願いします。 

 その中で私が研究していく中で、フェイクニュースのパイプラインというのを発見した

という話をちょっとしたいと思います。次お願いします。 

 対象は2017年の衆議院選挙のフェイクニュースです。フェイクニュースの対象というの

は、新聞やテレビの記者２名以上が、これはフェイクニュースだと確認して判定したと。

これはヨーロッパで行われているクロスチェックのような仕組みと同じようなもので、単

独のフェイクニュース認定だと党派性とかの問題があるので、必ず複数以上の記者による

チェックが行われているものをフェイクニュースだと決めようということです。理由とか

もあるんですけれども、そこでは割愛させてもらって、どんなものがあるのか。15個あり

ますが、そのうちのサイト、主にツイッターなんですが、サイトの部分があります。サイ

トは全てミドルメディアになっていて、フェイクニュースをミドルメディアが拡散してい

るということが明らかになっています。次お願いします。 

 フェイクニュースの発信源はミドルメディアであると。そのフェイクニュースのつくり

方というのは何かというと、さっきも言ったように、既存メディアのコンテンツにネット

の反応を組み合わせることで生成されているということが明らかになっています。この辺

の詳しいことは、2019年に書いた論文に書いてありますので、興味がある方はそれを御覧

ください。次お願いします。 

 これちょっと、これは論文にはなくて、今回少し話すのに当たって、自分の中でも整理

するために生成・拡散の過程というのを明らかにしたものです。どういうふうな形でフェ

イクニュースがつくられていくのかというと、もともとテレビ、これはテレビ朝日の報道

ステーションが元のネタになって、それがフェイクニュースに使われていきます。そのフ

ェイクニュースにどうなっていくのかと。いきなりフェイクニュースというのは現れるの
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ではなくて、まず①番、番組の内容をツイートするツイートがあります。そこから、それ

をまとめサイトが、政治家の発言に対して「大発狂」という、これがフェイクです。大発

狂は別にしていないんですけれども、大発狂という言葉を付け加えたまとめサイトのタイ

トルが出来上がります。その次に、ニュースサイトが大発狂というタイトルをそのまま使

った記事、ネットの反応、「大発狂」とネットで話題にと、まさに非常にミドルメディア

的なつくり方ですね。というものをつくって、それがポータルサイトにそのまま配信され

て、ポータルサイトに掲載されます。ポータルサイトに掲載されたものが、さらにミドル

メディアとかソーシャルメディアに拡散していく。これはURLをチェックしていて、どう

やってチェックしたかというと、このフェイクニュースに関連するキーワードとかをツイ

ッターでマイニングして、鳥海先生でいうところの根性マイニングみたいなものですけれ

ども、マイニングして全部取ってきて、その上位とか、URLが含まれているものをチェッ

クしたところ、こういう形の生態系が浮かび上がったという研究成果です。これが面白い

のは、単にニュースサイト、ミドルメディアのニュースサイトが書くだけよりも、ポータ

ルサイトに紹介された瞬間に掲示板、ツイッター、まとめサイトに一気に広がるんです。

なので、これポータルサイトに行かなければ、実は拡散力が弱いということも分かってき

ます。次お願いします。 

 つまりフェイクニュースというのはいきなり生まれるんじゃなくて、ミドルメディアを

中心に、ソーシャルメディアとかマスメディアを行き来しながら、行ったり来たりしなが

ら、メディア間の相互作用で成長するんだということが分かってきました。これが分かっ

てきたので、もうちょっと違うもので事例はないかと思って調べたものが次になります。

このような同じようなフェイクニュースのパイプラインです。これはまあ飛ばしましょう。

次お願いします。 

 これは鳥海先生が、前回ですか、この研究会でもお話しされたような非実在型デマと言

われている東京脱出、「＃東京脱出」とか千人計画問題、これでも実は同様の構造として

フェイクニュースが生まれ、そして拡散していくということが分かっています。次お願い

します。 

 例えば東京脱出の生成・拡散過程です。これは細かくはもう配付資料を御覧いただけれ

ば分かると思うんですが、これもまた最初は通信社の記事です。その通信社の記事がフェ

イクニュースに使われ、そしてまとめサイトに載り、そのまとめサイトのツイートのハッ

シュタグに東京脱出というのは出現するんです。なので別に元の記事とか、まとめサイト
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にすら東京脱出というのはない、ハッシュタグ。「＃東京脱出」というのがないにもかか

わらず、ツイートにハッシュタグがつけられたものを新聞社が拾ってしまって、それが記

事がポータルサイトに配信されると。ポータルサイトに配信された瞬間、ツイッターとか

掲示板にどっとまた広がります。これがまた、さらにこの話題が別のテレビや新聞とかに

転載されていって、どんどん話題が事実化していくということが起こってきます。次お願

いします。 

 千人計画も同様で、元は様々なものを組み合わせた、メディアとかブログを組み合わせ

たまとめサイトによります。そのまとめサイトからソーシャルメディアに拡散、さらにこ

のまとめサイトが非常に興味深いのは、自分がまとめたものをさらにもう１回ツイートし

てまとめて、そのツイートを本文に組み込んでまとめていく。ある種のロンダリングです。

情報ロンダリングを自分の力でするときに、いろいろなメディアとか、ポータルサイトの

記事を利用するということです。それを交ぜていって、自分で自作自演的にどんどん交ぜ

こんでいって、さらに話題をずーっと拡散し続けるという活動をやっていることも分かり

ました。ここに出てくるまとめサイト、この図に出てくるまとめサイトは、全て同一のま

とめサイトであり、2017年のフェイクニュースのところにも、実は名前が登場するまとめ

サイトと同一です。次お願いします。 

 つまり、これはミドルメディアの構造的な問題だろうと。記事のつくり方、これはニュ

ースのコンテンツとネットの反応を組み合わせるコンテンツのつくり方って典型的なこた

つ記事のつくり方です。そのこたつ記事のつくり方というようなものがあると。それから

もうページビュー至上主義、何でもとにかく、ネットの話題が本当だろうが、うそだろう

が、面白ければいいんだという、そういう仕組み、そしてミドルメディアってほとんど正

体不明なんです。あと正体が分かっても、謎の普通の民間企業がやっていたりして、そう

いうものがビジネスになっていることがよく分かります。そのビジネス的なものを支えて

いるのがプラットフォームとかポータルサイトで、養分ですね。お金とか資金を広告とい

う形で、このミドルメディア、まとめサイト、特にまとめサイト等に提供していく、この

仕組み自体を変えない限り、いくらフェイクニュースを細かく、何かデバンクしても多分

無理だと。改善することはないだろうということが分かってきました。次お願いします。 

 あとはもう課題なので、さくさくと行きたいと思います。お願いします、次。 

 まあファクトチェック活動とか、メディア・リテラシー活動にも課題があろうと思って

います。もちろん大事なことですが。次お願いします。 
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 ファクトチェック活動への課題としては、こういう点が指摘されている。特にファクト

チェックの武器化とか、選択的なシェア、幾らファクトチェックをやってもユーザーに届

かなければ意味がないんですが、ユーザーは自分の好きなものを選択的にシェアする傾向

があるというような指摘を海外の研究者等がしています。次お願いします。 

 私たちの研究でもそういうことが起こっていて、国際団体のIFCNの原則に違反する記事

とかが、対立候補を攻撃するようなファクトチェックの武器化を誘発していて、こういう

のはファクトチェックをただやればいいということじゃなくて、ファクトチェックをきち

んとやらないと、むしろネガティブな反応を生み出すということも研究で分かってきてい

ます。次お願いします。 

 リテラシー教育、これはダナ・ボイド、ソーシャルメディアの研究者で知られています

けれども、それが信頼できる情報源が共有されてない社会では、批判的な思考、クリティ

カルシンキングですね、そういうものを重視するメディア・リテラシー教育というのはむ

しろ逆効果だ、みたいなことも指摘しています。次お願いします。 

 いろいろな、そういうリテラシーとか、ファクトチェック活動も、やっぱりもともとニ

ュースの生態系問題と関係するので、汚染されたニュースの生態系の改善なくしては、あ

まり効果がなかろうと。まずそっちをやってから、そしてそれとファクトチェックとか、

リテラシー活動を組み合わせていく、そういうことが求められるんだろうと思っています。

次お願いします。 

 あと最後に、時間ですので、対策の推進に向けてをお話ししたいと思います。 

 フェイクニュースへの対策案としては、はっきりしているのは、まとめサイトのような

怪しげなミドルメディアに、とにかく活動を与えない、お金をもうけさせないということ

によるネガティブなインセンティブを実施するということが必須というか、今すぐやるべ

きことだと思います。かつ、そういうサイトというのは、ずっと同じような一定程度の同

じサイトがやっているので、そういうものに対する削除というのは急務だろうと思ってい

ます。きちんとやりましょうということです。あとは既存メディアにも多分何か必要だろ

うし、ファクトチェック団体にも必要だろう。ファクトチェック団体がそういう武器化と

かを進めないように、しっかりファクトチェックの品質の管理、透明性の確保、説明責任

というのも当然求められると思います。次お願いします。 

 最後です。ちょっと時間オーバーですけれども、もちろんいきなり停止するといっても、

この研究会にいらっしゃる方は当然そうお考えだと思いますけれども、表現の自由に配慮
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した自主的な仕組みづくりをして、それを判断し、共有する仕組み、団体、組織みたいな

ものは必要なんだろうと思っています。それから最後に、やっぱり学際的な研究の推進機

関が必要だと思っていて、私はこつこつゼミ生とかと根性マイニングをしながらこういう

研究をやっているわけですけれども、ほぼ単独でやっていて、連携するってなかなか難し

い状況にあります。あんまり興味も示してくれないというところもあって、あまり連携が

十分できていない、私の責任もあるかもしれませんけれども。なので本当にやろうと思っ

たら、鳥海先生みたいなネットワークの研究者から、社会心理学者とか、何で信用するの

かとか、そういう人たちの立体的なアプローチが必要なんだろうと思います。それから、

そのためにはもちろんデータの提供が必要で、特にプラットフォーム事業者からのデータ

提供は必須で、今APIとかを使ってやっていますけれども、非常に一部にとどまっている

ので、そこの協力がなければ絶対にやることは不可能です。もう一つは研究対象のフォー

カスで、前回の鳥海さんの資料もそうなんですが、トイレットペーパーとか、「＃東京脱

出」みたいなものは誤報に当たるのかなとか思っていたり、不確実な情報に当たるのかな

という気もしていて、フェイクニュースって何なのかということをしっかり、多分決めて

研究しないと、誤報とかメディア批判というものがフェイクニュースとして扱われて研究

が推進されてしまう危険性、そういうものもあるのかなと思っていて、きちんとこの辺の

フォーカスは定めて議論していく必要もあるんじゃないかなと思っています。 

 駆け足になりましたが、私のほうからは以上です。ありがとうございます。 

【宍戸座長】  藤代先生、ありがとうございました。それでは、ここから全体としての

自由討議に移りたいと思います。事前に構成員の皆様には、30分程度延長することはあり

得べしということでお願いをしておりますが、まずは今日の御発表について御質問のある

方は、それを優先したいと思いますので、チャットで私にお知らせいただきたいと思いま

す。 

 １点、先に退出されました生貝構成員のほうから、楊井先生への御質問がありますので、

私から代読させていただき、御回答いただければと思います。 

 具体的には、IFCNへの参加要件としてのコードオブプリンシプル認定についてのお話が

ありましたが、この認定参加の効果として、例えばグローバルプラットフォームでは、

IFCNに参加している組織としか直接の連携はできないなどのポリシーを持っていたりする

のでしょうかという御質問です。楊井先生、お願いいたします。 

【楊井氏】  これについて私が把握している範囲ですけれども、フェイスブックは明確
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にIFCNに参加している、加盟している組織に限定して連携をするということ、そういうル

ールになっているかと思います。ほかのツイッター社とか、Google社は、そこまで明確な

限定はしていなかったかと思いますけれども、例えば、ファクトチェックについての資金

提供、ファンディングとか、時々グローバルに行われることがありまして、そこには

Googleが出資をしてIFCNと共同で募集をしたりするんですが、そういったときはGoogleの

お金が入ってIFCNがやるわけですけれども、IFCNに加盟している組織じゃないと応募でき

ないというようなハードルがあったりして、やはり加盟したほうが何かと、そういった活

動をしていく上で有利な点はあるとは思います。今言ったように、明確に限定してという

のは今のところフェイスブックだけではないかなと私は認識しております。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。ほかに、最初のLINEさんの御報告も含めて、

御報告に対する質問があれば優先的に扱いたいと思いますので、チャット欄で私にお知ら

せいただきたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

 もし、特に御質問ということでないとか、あるいは御意見と御質問が一緒になっている

ということであれば、もうそれで構いませんので、ここから先は自由に、それでは御質問、

御意見をいただきたいと思います。御質問、御意見をいただきたい、御発言されたい方は、

これもチャットで私にお知らせいただきたいと思います。 

 新保構成員、お願いいたします。 

【新保座長代理】  私のほうから意見を述べたいと思いますけれども、今日、質問は特

になかった理由というのは、実は質問はあったんですが、回答が予想されるのでしなかっ

たという趣旨であります。どういうことかというと、ファクトチェックのファクトチェッ

クをする団体はありますかという質問をさせていただこうと当初思っていたんですけれど

も、今日御報告をいただいた範囲内で伺った範囲を見ても、存在しないという回答になる

と思われます。 

 この点がこの問題点として、ちょっと意見として、私として述べさせていただきたい部

分なんですけれども、総務省の検討会でこの問題を、事業者における取組と、それからフ

ァクトチェックの現状というものを把握して、事実関係を今ヒアリングして把握をしてい

るという状況ですが、この目的と今後の方向性について、今後この検討会で考えていかな

ければならないんだろうということで、その点についてちょっといろいろと考えて、以前

の事業者の自主的な取組との関係も含めて、今後の方向性などについてちょっと意見を述

べさせていただきたいと思うんです。 
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 先ほど藤代先生からも方向性について、やはり情報共有であるとか、何らかの確認とか

判断をするという仕組みが必要ではないかという御意見をいただきましたけれども、この

点について、私から４段階の意見を、本当に完全に思いつきの意見なので、これを今後こ

の研究会の皆さんともどういうふうに考えていくのかということをそもそも考えていきた

いという、ちょっと燃料を投下したいという趣旨の発言であります。 

 ４段階というのは、まず１つ目はもう今行っていることで、民間団体によるファクトチ

ェックの在り方や仕組み、現状把握の必要性、ファクトチェックは今ようやくこの取組が

始まったばかりですので、どのようにこのファクトチェックをそもそもすることができる

のかという現状把握が非常に重要かと思います。 

 そうすると、この現状を把握して、次に２つ目の点ですけれども、どういう方向で今後

この現状把握した結果を生かしていくことができるのかなというところについては、２点

目として、既に行っている事業者による不適切な投稿の自主的な削除の基準とか、それと

ともにファクトチェックを実施する際の一定の基準、こういうものを例えば示す必要があ

るのかと。これあるのかというのは、事業者ヒアリングでこの点どうでしょうかというふ

うに私から伺ったところ、事業者の方からの返答、回答としては、一律な基準策定につい

ては消極的であると。そういう取組が必要であるということは理解できるけれども、その

基準を明示するというところまでについては、必ずしも肯定的な意見はなかったかと思い

ます。一方で、本日のこの御報告の内容とか調査結果、非常に勉強になりまして、そうす

るとファクトチェック団体の側としては、ではどう考えているのかということは、今日の

調査結果からはまだ分からなかった点かと思います。つまり、今後具体的にファクトチェ

ックを行っている団体などにもヒアリングを実施していただくなどすると、事業者と同じ

ような考えなのか、それともやはりファクトチェック団体については、事業者とは違って

やはり第三者なので、一定の基準の策定というものがやはり求められているのかというこ

とを御確認いただきたいのが２点目です。 

 ３点目が、このファクトチェック、総務省の検討会でやっているわけなので、総務省が

ファクトチェックをどうするかということは、これは検討できないと思うんです。そもそ

も総務省がちゃんとファクトがあるのかどうかを検証するというのは、自分で自分のこと

は検証できないので、そうすると第三者検証の仕組みが不可欠ということになってくるか

と思うんですけれども、そうなると、その第三者のファクトチェック機能がないと、ファ

クトチェックそのものの信憑性と信頼性ですか、これを担保できないのではないかと思い
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ます。そうなると、必然的に第三者検証のような仕組みを検討せざるを得ないということ

になってくるかと思うんですけれども、そこでこの問題について考える上で１つちょっと、

これは今後の検討事項ですが、EUのAI規則提案が公表されました。これについては、EUの

AI規則提案の意図、既に報道されているところでは包括的な規制案であると。今回規制を

包括的に及ぼすことで個人の自由、権利を守るとか、新聞の見出しを見ても、AI規制案リ

スク４段階に分類、産業界は負担増警戒、日本は既存の法令を通じてAIの安全な利益を図

るのが基本的な立場で、AIに狙いを絞った横断的な規制は時期尚早との声が多いという、

そういった報道がなされていますけれども、この点について、今後３つ目の第三者検証の

仕組みを考えるに当たって、これ私全く間違っていると思うんです。報道ベースとか一般

に言われているこのEUの規則提案の趣旨というのが完全に読み違えているということで、

数日でAI規則提案の解説を書いてみて、６月21日の『ビジネス法務』に解説を書きました

ので、ぜひともそういうところを踏まえて検討していただきたいんですが、つまりどうい

うことかというと、第三者検証の仕組みを今後考える上でのEUのAI規則提案のこの仕組み、

構造というものは、非常に細かく確認していただきたいと思っております。ということが

３つ目です。 

 最後に４つ目ですけれども、これまで総務省の検討会でもこのような仕組みを検討する

機会というのは多々あったと思います。特に利用者視点を踏まえたICTサービスに係る検

討会で、とりわけスマートフォンアプリの第三者検証の仕組みというものは過去に行って

いるわけですけれども、このようにスマホのアプリについては、結果的に事業者側が、そ

のアプリの信憑性というか、不正なアプリであるとか、違法なアプリを排除するという仕

組みを自主的に検討することによって、結果的に第三者検証の仕組みまでは必要ないとい

ったような段階に今なっていますが、この点も踏まえて、過去の知見を生かして、特にス

マートフォンアプリの第三者検証の仕組みなども活用して、今後この問題について第三者

がどのように確認をするのか、検証ができるのかといったようなところも検討していただ

けるとよいかなという、以上、私からの意見でありました。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、次に寺田構成員、お願いいたします。 

【寺田構成員】  よろしくお願いします。藤代先生のほうの御報告、非常に具体的な情

報の流れとかというのも明確になっていて、非常に参考になりました。ほとんど同じよう

な趣旨で、広告サイドからの意見ということで、取材なんかも私受けているんですが、一
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番やはり問題となるのが、このミドルウェアというところです。ここのビジネスモデルが

成立している限り、なかなか最終的にフェイクニュースそのものの拡散を止めることがで

きないということがありますので、ここをどうしていくのかというのが重要なんだろうな

と私も思っています。ただ、ここ非常に難しいところがあって、じゃあ具体的にどうする

のかというようなお話になってくるかと思うんですけれども、その辺りについて少しだけ

お話しできればなと思っています。 

 藤代先生のほうからの中でもありましたけれども、このミドルウェア、ほとんどが個人

運営です。実際に取材なんかでの答えでも、とにかく広告がPVを、ページビューを上げて

広告収入、それだけしか考えていなくって、ニュースの中身が正しいとか、そういったこ

とは全く関知せずに、どれだけ受けるかということでものをつくられているということを、

取材に対して言っちゃうというぐらいですから、このモデルを潰すのがどれだけ難しいの

かというのが、逆に言えば分かりやすいのかなと思っています。 

 結局この広告が出ないようにするというのが重要だということで、一般的には大手の広

告主がブランドセーフティーって考えれば止められるんじゃないかと思っていらっしゃる

と思いますし、ある一定、大手の業界団体であるとか、そういったところでは当然そうい

った流れというのが進んでいくと思うんですが、その一方で、このタイプのサイトがなぜ

なくならないのかといえば、小規模な事業者とか、ダークサイド側の広告主、こういった

方たちにとっては非常に手頃なメディアです。いわゆる漫画の海賊版サイト、こういった

ものと同じような、こういった広告主にとって非常に使いやすいメディアであるというこ

とで、簡単にはなくならないというのがあります。これに関して、当然海賊版サイトなん

かと同じようで、自主規制で何とかなるという話ではなくて、一定の規制のようなものと

いうものも、残念ながらいずれ必要になってくるのかもしれないとちょっと思っています。 

 もちろんその前に、このミドルメディアとつながっていくタイプの検索であったりとか、

ニュースサイトであったりとか、SNS、こういったところがこういったミドルメディアと

つながらないようにしていくような、そういった対策というのも必要かと思いますが、そ

の続きとして、やはりもう一つは、今回のファクトチェックの皆さん、情報の中身だけを

見ているようなタイプにやはりなっているんだと思いますけれども、その前後のビジネス

の流れといったものも、ファクトチェックの中でやはり明確にしていって、どこにそうい

ったフェイクニュースとか、そういったものが集中的に現れるのかといった、そういった

ものを情報共有していくということがすごく重要になるんじゃないかなと思っています。
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こういったものを広告団体とか、こういったところとも連携して、明確な流れというもの

を見えるようにして一つ一つ潰していくという、そういった作業が今後必要になるんだろ

うと思っています。それでもなかなか難しいということになってくると、実際に規制とか、

そういったものを考えていくフェーズに持っていかざるを得なくなるんじゃないかなと思

っています。 

 以上が私の意見です。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、次に大谷構成員、お願いします。 

【大谷構成員】  ありがとうございます。日本総研の大谷です。 

 今日もたくさんの御説明をいただいて、いずれも納得できる御説明であったかなと思い

ます。大変勉強になりました。特に楊井先生のほうからまとめていただいている、今後の

インフォデミック対策の方向性について、やはり直接規制に対して謙抑的な姿勢と、そし

てファクトチェックの担い手を多様なものにするという御提言をいただいていることにつ

いては、大きく賛同するものです。 

 それで今日、このフェイクニュースですとか、ディープフェイクということを主題にし

た話題ではありますけれども、今後のインターネットのエコシステム全体を考えるときに、

もう少し視野を広げていければなと思っておりますので、そのことについて一言述べさせ

ていただきたいと思います。 

 本日藤代先生から御説明がありましたように、コンテンツのエコシステムについては、

その生成と拡散の構造についておおよそ見えてきたというか、その根性マイニングのおか

げで光が当たってきたと思っております。また、このPF研の成果とも言えると思いますが、

プラットフォーム事業者の透明性レポートといったものも、かなり具体的なものが見受け

られるようになり、今日最初のコーナーでLINEの方にも御説明いただいたように、コンテ

ンツ周りについて非常に見えてきた部分が多いのではないかと思っております。 

 ただ、物理的にその情報を、何か問題のある情報が発生した場合、ファクトチェックと

いう文脈で対応していくというのは１つのやり方なんですが、具体的に権利侵害の起きた

場合に、どのようにその救済を図るのか、情報の削除であったり、発信者の情報を特定し

ていくのかといったことについて、いろいろ調査をしている中で、インターネットの環境

の担い手というのは本当に多岐にわたっているなというのを近頃実感しているところです。

有害情報対策というような文脈ですと、例えばCDNの事業者がコンテンツをキャッシュし
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ている場合もありますし、それからホスティング事業者がコンテンツをホスティングして

いるということがあって、どこに情報があるかというのを突き止めていく手続というのが

非常に時間もかかり、複雑、煩雑なものになって、実際に突き止めるという行動に実行性

が伴わないというような問題も出てきているところではないかと思っております。 

 したがいまして、やはり今望まれるというのは、プラットフォーム事業者については引

き続き対応をお願いし、また、積極的にその情報をフィードバックしていただくことが重

要ですけれども、今インターネット環境では、ISPとか、アクセスプロバイダーとか、コ

ンテンツプロバイダーというような単純な構造で、そういう単純な構造を前提とした制度

が整えられてきたんですが、実態はそうではなく、より複雑なものになってきているとい

うことですので、CDNの事業者によるサービスの利用実態、それからホスティング事業者

の対応といったものも含めて、コンテンツなどの流通のメカニズム全体を捉えて、プラッ

トフォーム研究会の先のなすべきことというのを見極めていくことが必要ではないかと思

っております。そうしていかないと、どうしても現状をシンプルに、単純な切り口で捉え

て、それを基に制度設計をしていくというやり方になって、最終的には遠回りだったなと

いうことにもなりかねませんので、ぜひ、このPF研の射程といったものを広げていく努力

も併せて必要なのではないかと考えましたので、ちょっとフェイクニュースそのものの話

とは別ですけれども、発言させていただきました。 

 以上でございます。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、次に森構成員、お願いします。 

【森構成員】  ありがとうございました。楊井先生、みずほリサーチ＆テクノロジーズ

さん、藤代先生、御説明いずれも大変勉強になりまして、今日本当に出席してよかったで

す。楊井先生は以前から御高名は伺っておりまして、お話を伺う機会を得られればいいな

と思っておりましたので、大変貴重な御説明をいただきまして、ありがとうございました。 

 ちょっと具体的な意見として申し上げたいのは、藤代先生におまとめいただいたフェイ

クニュースの問題をニュース生態系の問題として考えるべきであるという御指摘で、これ

は前回の鳥海先生の御発表との連続性もあることであったかと思いますけれども、ごもっ

ともな御意見であると思って拝聴いたしました。資料４の24ページですね。ありがとうご

ざいます。 

 これはもう、このままプラットフォーム研の提案にしてもいいような話ではないかと思
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っていまして、まずプラットフォームについては、フェイクニュースを拡散しているアカ

ウントやサイトの削除や広告を停止すべきであるということです。LINEさんからも、その

アカウントを削除のようなことをして、かつ、透明性レポートに書いているという話があ

ったかと思いますので、そういうことをすべきである。で、また、何というのでしょう、

その配信表示を停止する、そうですね。この２番目も同じですよね。しっかりしたコンテ

ンツにお金が流れるようにするということ。そしてその２番目に、既存メディアについて

はこたつ記事をやめて、クオリティーの高い報道に注力する、これ前回もこういうお話が

出たと思いますけれども、やはりその既存メディアの御協力といいますか、ぜひともその

ようにしていただきたい。もともと何というんでしょう、インターネットメディアからし

てみれば、非常に比べものにならない精度のものを出す力と報道倫理があったんだと思い

ますので、原点回帰をしていただくということ、そして、その３番目にファクトチェック

団体、非常に重要な公共性の高いことに取り組んでいただいているわけですけれども、一

部で批判があると。スラップと同じものではないかというような批判があるということで

すので、このファクトチェック活動の透明性、アカウンタビリティーということも、全く

重要なことであろうと思います。 

 特にこの中でフェイクニュース拡散サイト、ミドルメディアというところにつきまして

は、先ほどちょっと寺田さんからお話がありましたけれども、海賊版サイトとの違いは、

元サイトが割と普通のプラットフォームで堂々と商売しているというところです。ですの

で、これはアカウント停止の対象にし得るわけです。防弾ホスティングというわけではな

いということですので、そういったことの対象になる。それは何というんでしょう、プラ

ットフォーム研の皆様御案内のとおり、ある種権利侵害情報への対応と同じというところ

はありまして、これはプラットフォームの自主的対応にお任せしつつ、その透明性を絶対

的に確保していただくということが一つの解ではないかと思いますので、もちろん何がフ

ェイクで何がそうでないのか、判断基準はどうなっているのか、非常にクリティカルな問

題ですけれども、そこに国として口を挟むことなく、プラットフォームにお任せしつつ透

明性を保証していただくというのが１つの解であろうと思います。 

 もう一つ、広告を止められないかという話ですけれども、海賊版サイトと、こちらは近

い問題であろうかと思いますが、海賊版サイトのときも、国内の事業者で漫画村に広告を

出していたSSPが思い切り怒られていましたけれども、それと同じような問題はここでも

あるわけですので、何がフェイクニュースかということは難しい面はありますが、フェイ
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クニュースばかり出して、これが止められても仕方ないねとみんなが思うようなものであ

れば、みんなが思うようなアカウントであれば、それはやはりそこに広告を出すというの

は不見識だということになります。海賊版のときは、もうブロッキングするかどうかとい

うことのほうが重要で、海賊版を撲滅するかどうかのお話ではなくなっていた残念な面が

ありましたけれども、ここではそのフェイクニュースの弊害を防ぐという本来の目的に注

力して、その広告を止めるということも広告側の取組として考えていくべきですし、それ

をプラットフォーム研として、どのようにしていただくかというのをウォッチしていくこ

とが重要なのではないかと思います。 

 以上です。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。次に山口構成員、お願いできますでしょうか。 

【山口構成員】 ありがとうございます、宍戸座長。山口でございます。本日も貴重な御

説明・御報告をいただき、ありがとうございます。２点、コメントをさせていただければ

と思います。 

 第１に、フェイクニュース・偽情報対策としてのファクトチェックは、具体的にどの主

体が担っていくかは諸課題があるにしても、チェック機能の担保は重要と存じます。今後

の日本での展開への期待を込めてのコメントとして、社会的に拡散された情報という、言

わば「アウトプット」に対するチェックとともに、その拡散の「プロセス」自体にも踏み

込んだチェック・検証も組み合わせながら進められていくと、さらに望ましいと思います。

この点は、とりわけ今日の藤代先生の御報告の中で「構造」として御指摘された点にもか

かわると思います。特に、伝統的なマスメディア等の関係主体との連携のなかでも、新保

構成員がご指摘された点に関連して、チェッカーを誰がチェックするのかということも含

めて、今後は、主体間の役割分担や責任の明確化も必要と思います。 

 第２に、そうしたプロセスやプロセスへの「インプット」（となるデータも含めて）に

も視野を広げていきますと、今後の日本での規律の在り方における関係主体の役割・責任

の明確化、特に、表現の自由などのセンシティブな争点に関して民間事業者が策定・改定

するcodes of conductに国家・政府が積極的に関与する場合に、誰が何に対してどこまで

責任を負うのかが不明確になるという課題は、海外でもいわゆる共同規制手法について従

来指摘されてきたところで、「参考資料５」１～３ページの御回答（御対応いただいた皆

様にこの場を借りて御礼を申し上げます）にも示唆されていると思います。先ほど新保構

成員から言及された欧州委員会本年4月21日付提案のいわゆるAI Act規則案に関しても議論
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されているところですけれども、リスク評価の線引きが難しい分野での責任の在り方は、

状況次第ではクリアカットなルールも含めた明確化も必要になると思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。 

 それでは、次に木村構成員、お願いします。 

【木村構成員】  木村でございます。いろいろと御説明ありがとうございます。利用者

の立場というところから、今回コメントをさせていただきます。 

 この間フェイクニュース、いろいろ考えておりまして、コロナの報道、フェイクまでい

かないにしても、やはり何というんでしょう、状況を侮るというか、やっぱり消費者をす

ごく不安にさせるような報道が多くて、マスメディアの報道ですとか、いわゆるネットの

報道などが、私たちの生活にすごく影響を与えているということを実感しております。 

 それで消費者の、こういうフェイクニュースというのは、政治的なものももちろんそう

なんですけれども、やはりこういうコロナ禍におきますと、消費者は大変今不安でござい

ますし、これからどうなっていくんだろうということをすごく皆さん感じていると思うん

ですが、それにどう応えるのかというのをすごくニュースとか、報道に求めていると思う

んです。やはり今回の藤代先生の説明で、フェイクニュースのパイプラインですとか、い

ろいろ御説明いただいて、ああ、そういうふうに考えていくのかというのをちょっと今、

何というんでしょう、改めて腑に落ちたというか、これから考えていかなきゃいけないな

と思っているところです。 

 それで、やはり先ほどから問題になっているミドルメディアの件なんですけれども、ど

うしてもページビュー至上主義というんですか、いっぱいいろいろな人に見てほしいとい

うところで、侮るような報道が多いので、そこでやっぱりどうしても不安になるので、利

用者の人がツイッターなどで拡散してしまって、加担してしまうということがやっぱり

往々にありがちですので、きちんとした報道をどういうふうに担保していくのかというの

は物すごく重要で、今後検討していく必要があるのではないかなと思う一方、やはりどこ

がどういうふうに、そういうふうに決めていくのかという問題もあります。そこをどうい

うふうに考えていくのかというのが必要ではないかなと思います。すごく総論的になって

しまうんですけれども、安心して利用者がニュースを見ることができるように今後もして

いかなければいけないなと思った次第です。 

 以上です。 
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【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは、次に手塚構成員、お願いいたします。 

【手塚構成員】  どうもありがとうございます。御説明どうもありがとうございました。

非常に勉強になっております。それとあと構成員の先生方からの御意見も、非常に私にと

ってはいい意見がたくさん出ているなと思っていまして、そこでいろいろ考えたところ、

自分なりに頭で整理していて、大きく３つぐらいに考えていったらどうかなと自分なりに

は今思っています。 

 １つはニュースの生態系ということで、実際にフェイクニュースなりが流れていくわけ

です。そういうデータの流れ、これのトレーサビリティーをどうしていくのかということ

の何かうまい仕掛け、要するに、先ほどで言いますと、ミドルメディアがあると、ミドル

メディアというところは単に左から右へ流す機関みたいな感じだとすると、それが一体ど

こから来てどこに流しているのかとか、そういうことを後で実態が分かるような、そうい

う仕掛けなりを、一種のトレーサビリティーですね、そういうことが分かるような構造を

埋め込んでいくということは、今後１つは意味があるのかなと思ってきております。 

 それとあともう１点、２つ目としては、やはりファクトチェックという第三者機関、こ

れの位置づけをどういうふうにしていくのかということだと思います。これはファクトチ

ェックのファクトチェックは要るかとか、そういうお話もあるわけですけれども、これは

いろいろな分野で、私はテクノロジー系の人間ですので、例えばテクノロジーのチェック

においても当然第三者機関があるんですが、その第三者機関を認定する機関はどうするか

とか、それを民間の中でもどういうふうにつくっていくかということなどもあり、要はこ

ういうところの基準をどうするかというのは、ある意味非常に重要なことだと思っていま

す。どういうふうに、この分野でしたらこのファクトチェックのところのチェックをする

ところの機関の基準というものをどういうふうに仕立てていくかということです。 

 それとあと３つ目、これも総務省さんのこういうところの会議の場なので、検討は必要

かなと思うんですが、国がこういうものにどのように関与するのか、しないのか。これも

ぜひ検討対象にしていくべきかなと思っています。 

 以上、３点でございます。 

【宍戸座長】  手塚構成員、ありがとうございました。 

 それでは、今の段階で構成員の皆様の発言で、今、手が挙がっている方は大体一通り指

名させていただきましたが、法務省人権擁護局様からも御発言の御希望がありますので、
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それではお願いできますでしょうか。 

【唐澤参事官】  宍戸座長、発言の機会を与えてくださいましてありがとうございます。

法務省の人権擁護局の唐澤でございます。 

 大変勉強になることばかりでございました。いろいろな意味で刺激になった内容でござ

います。本日構成員の先生の方々から、行政の役割はどんな役割があるのかということと

か、あるいは第三者のチェックどうあるべきかとか、基準どうあるべきかと、そんな話を

いただいたところでございます。日々我々も悩んでいるところです。 

 第三者のチェックということに必ずしも答えられているか分かりませんけれども、まず、

日本のシステムの中では、１つ第三者的な意味においてチェックをしているとすれば、そ

れは裁判所なのではないかなというふうに考えております。あらゆるものが全て裁判所の

チェックに行くわけでは、当然それはないことでございます。ただ、我々法曹関係者とし

ては、裁判所の判例、あるいは裁判例というのは１つの基準になるし、それがある点では

チェックにもなっているのかなというように考えています。 

 では、あらゆるものは裁判所に常にのっているのかということにも関連するんですが、

基本的には裁判所でチェックされたり、基準が出てくるのは、特定個人の権利利益の侵害

があった場合、あるいはあるのではないかということが問題となった場合、この場合には

裁判所がきちんと判断をして、基準を、結論を出してくるものでございます。問題なのは、

特定個人の権利利益の侵害がないから、そもそも裁判という俎上にのらないものというの

は結構あると思っています。我々法務省の人権擁護機関でも悩んでいるのは、例えば一般

的・抽象的なヘイトスピーチの問題であるとか、あるいは、我々は識別情報の摘示と呼ん

でいますけれども、部落、特定の地域を部落だというような情報を載せると。このような

ものについて、場合によっては特定個人の権利利益を侵害していないという状況もあり得

ます。それと本日出てきていたファクトチェックの問題の中で、ファクトの問題であって

も、特定個人の権利利益を侵害していないような場面の問題もあると思っています。そう

すると、これについてのチェックというのは、必ずしも裁判を待っていても基準が示され

てこないような場合もあるのかなというような気がしております。そこがちょっと難しい

ところかなというように感じたと。今日はあくまで私の個人的な所感になって恐縮なんで

すが、そんなところを考えたところでございます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

【宍戸座長】  貴重な御指摘ありがとうございます。ほかに御発言は。 
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 それでは崎村構成員、お願いいたします。 

【崎村構成員】  先ほどの手塚構成員のお話ともちょっとかぶってしまうんですけれど

も、藤代先生の資料の15ページに、運営は正体が不明とあり、25ページでアカウントやサ

イトを特定して判断、共有する自主的な仕組みのようなものが必要ではないかというお話

がありまして、私、常日頃からアカウンタブルアイデンティティーと言っていて、必要に

なればトレースされるし、責任を求められるということを意識しながら使っていかれるよ

うなアカウント、アイデンティティー、こういうものが、アンアカウンタブルなアイデン

ティティーよりも広く使われていって、それによって、何ですか、人々の信頼の判断や何

かにも影響してくるというような形になってくるのは重要だと思っていて、その点では大

賛成なんですが、ただ、単に事業者の自主的なというところになってくると、今度はこれ

が過剰に行われる可能性もあるなと思っています。透明性は必要なんですけれども、透明

性レポートでどのくらいのアカウントを止めましたとか、そういうのだけだと、実はちょ

っと困ったこともありそうだなと思っています。というのは、過剰にやられてしまった人

がアピールするのが結構難しいと思うんです。なので、透明性を備えるというのと同時に、

アピールプロセスというんですか、日本語で何というんでしょうか、を備えていくという

ことも同時に考えていくことが必要なんじゃないかなと思っております。 

 以上です。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。ある種の異議申立てとかができるような仕組み

ということだろうと思います。そういうことですよね。 

【崎村構成員】  はい、そうですね。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 一通り手の挙がっている構成員の方からは発言をいただきましたが、いかがでしょうか。

まだ構成員で本日御参加で御発言のない方も、例えば山本構成員もまだ御発言がないかと

思いますが、ございますか。 

【山本構成員】  特にございません。大丈夫です。ありがとうございます。 

【宍戸座長】  ありがとうございます。 

 それでは森構成員、お願いいたします。 

【森構成員】  はい。２度目で申し訳ありません。今、崎村さんのお話がありましたの

で、確かに御指摘のとおりだなと思いましたので、ちょっと先ほど申し上げたことを補足

させていただきますと、やっぱりそういう意味でも権利侵害情報と共通する部分というの
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はあって、アカウントのバンのところというのは、やはり同じ問題なんだろうと思います。

もちろん権利侵害情報のほうがはっきり、明確に判断しやすいわけですし、何というんで

しょうか、より専門家がやればはっきりするというところはあるのかもしれません。もち

ろんあと裁判所でもできるというのはありますけれども、やっぱりはっきりしないところ

というのはありますし、あとユーザーからしてみれば納得いかないと。これはオーバーキ

ルなんじゃないかという話というのもやはり同じようにあるので、そこのところの対応と

いうのは、権利侵害情報であっても、フェイクニュース、ヘイトスピーチであっても、同

じように考えて、その反論の機会というんでしょうか、先ほど異議申立てというふうに宍

戸座長から御説明がありましたけれども、そういうことをSNSとしては、プラットフォー

ムとしては、１回、１回といいますか、きっちり持つようにするというところは同じよう

に考えてよくて、あとその透明性のところも同じように考えてよくて、権利侵害ではない

ところの違いというのも必然的にありますので、そこのところは違いを考慮した対応とい

うことになるのかなと思いました。 

 以上です。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。一通り御発言をいただきました。なかなかこ

のプラットフォームサービス研究会やワーキンググループで私自身が発言する時間もない

ので、少しだけ今日のお話を伺った感想のようなことを申し上げておきたいと思います。 

 今日お話を伺って、フェイクニュース、あるいは偽情報への対策は、それ独立の問題と

いうよりは、プラットフォームを中心とした現在の情報流通の全体像を、言わば偽情報対

策という観点からむしろ見ているような、それぐらい非常に広がりの大きい問題であると

いうことが、本日の四方のプレゼンテーション、また、これまでのプレゼンテーションや

質疑応答で浮き彫りになってきたのではないかと思います。このプラットフォームサービ

ス研究会で、特に手塚構成員の下で御議論いただきましたトラストサービスの問題であっ

たり、現在のデジタル広告の問題、それから新保構成員からも御指摘いただきましたAIの

問題が全て絡んでくるという問題であったと、改めて認識したところです。さらにその外

側にある、これまでの公共的な情報流通を担ってきたマスメディア、それから、この社会

の中における最終的なチェック機能を果たすべき国家作用である司法の問題、こういった

全体像を見通した中で、どのような対策が有用であり、必要であるかということについて、

以後議論を絞っていくということが必要であろうかと思います。 

 その上で、山本構成員からそういう御発言があるかなと思いながら、一応私も憲法研究
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者でございますので発言させていただくと、基本的には表現の自由を支える哲学は、思想

の自由市場論であって、個々のどんな意見、情報であっても、取りあえずそれを抑止する

ということはなく、取りあえず出してみて、そして、それが相互に戦い合う。反証すると

かいったプロセスを経る中で、何が正しいかということが確定していく。そうであるよう

に、情報を発信しようと思う人が、言わば対等な立場で発信できるようにすると。特に新

規参入を許すとなればこそ、検閲や事前抑制を許さないという日本国憲法21条２項の条文

があり、これが電気通信事業及びインターネットの空間においては、同じ条項に定められ

ている通信の秘密の保障が裏支えしてきたわけであります。ところが現在の、いわゆる偽

情報、フェイクニュースをめぐる状況は、このような思想の自由市場でみんなが自由に物

を言えるという状況の中で、言わばある意味で不均等に、力であったり、テクノロジーで

あったり、あるいはそれを後ろで支えるお金の流れが生じている。この結果として、非常

に短い時間で特定の利用者層に対して、集中的に情報をターゲティングなどによって浴び

せるということによって、世論、あるべき時間をかけて形成される真偽を判定していった

りしていくプロセスが、必ずしも機能しない状況が、先ほどから言っている不均等な力の

配分などの問題によって起きている。そういったところに対して、ある種の構造的な介入、

是正が必要な局面ということが、問題としてあったんだろうと思います。 

 しかしながら、繰り返しになりますが、ここに政府が直接的に介入するということにつ

いては、非常に難しい問題があると。こういった中でファクトチェック団体、あるいはそ

れをサポートする人々の役割と支援、それから、これまで思想の自由市場の働きを担って

きたマスメディアが、このインターネットの現在の情報流通の中で、一定の収入であった

り、あるいは一定の体力を確保できる、また、このような情報空間に対応できるようなバ

ージョンアップを図っていっていただく。それには様々なステークホルダーとの連携とい

うことがあると思います。さらに、全体として真偽をきちんと判定する、合理的に判定す

るというための、利用者のリテラシーをどうやって高めていくか。そういった全体像の中

で、今日いただいた様々な構成員の皆様の御発言、あるいは、これまでいただいた、この

場でいただいたプレゼンテーション、事業者の様々な方々の取組を総合していった上で、

論点を整理していきたいと考えております。 

 私のほうからの感想というか、所感は以上でございますけれども、時間の関係もござい

ますので、この辺りで意見交換を終了とさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局から連絡事項をお願いいたします。 
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【小川消費者行政第二課長】  事務局の消費者行政第二課の小川でございます。 

 本日は時間の都合上詳細な御説明はいたしませんが、資料、参考資料７といたしまして、

プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキンググループをお出

しておりまして、そこでこのワーキンググループの開催状況について整理をしております

ので、御確認をいただければと思います。この資料の３ページ目にありますとおり、ワー

キンググループのこれまでの議論内容につきましては、次回の本会合において御説明をさ

せていただく予定です。 

 また、この本会合の次回会合につきましては、別途事務局から御案内をいたします。 

 事務局からは以上でございます。 

【宍戸座長】  ありがとうございました。 

 これにて本日予定した議事は全て終了となります。 

 以上で、プラットフォームサービスに関する研究会第27回会合を終了とさせていただき

ます。 

 お忙しい中、皆様御出席をいただき、また御報告などいただき、誠にありがとうござい

ました。これにて閉会といたします。 

以上 


